
第2章 我 が 国 の 観 光 レ ク リエ ー シ ョン に 関 わ る森 林 管理 施 策 の 動 向

第2章 では、わが国で、①森林計画制度 における利用 を直接的に意識 し、②現場の森林

計画担当者の裁量の 自由度が高い方法で、③既存観光 レク リエーシ ョン情報データベース

の利用が可能で新規の情報収集が必要ないな ど簡便 さを強 く意識 した観光 レク リエーシ ョ

ンに関わる施策が、 これまでほとんど見 られ なかったことを示す ための近代林野施策 の歴

史的時系列分析(明 治～20世 紀の終わ りまで)を 行 う。

構成 としては、まずは じめに森林管理施策 の動向を考察す るための前提知識 を整理す る

意味合いか ら、国土利用の観点か ら我 が国の森林の観光 レク リエー シ ョン管理の体系を概

括的に整理す る。つま り、我が国の土地利用計画制度 につ いて概括 し、その土地利用体系

における森林計画の特性を整理 し、 さらに森林計画 における機能評価 の特徴を取 りまとめ

る。そ して、森林 の機 能評価にお ける観光 レク リエーシ ョンの位置づけについて考察す る。

続 いて、明治期以降の我が国における観光 レクリエーシ ョンのための森林管理の行政施

策の動向を とりま とめ、我が国の森林管理 における観光 レクリエーシ ョンの位置づ けの歴

史的変遷について考察を行 う。そ してその結果 を受 けて、わが国の林野行政においては、

観光 レク リエーシ ョンのための森林整備を森林計画制度 の中で体系立てて推進 してい く観

点が強 くなかったこ とを指摘す る。

2-1土 地利 用 計 画制 度 と観 光 レク リエ ー シ ョン管 理 の た め の森 林 計 画

(1)我 が 国 の 土 地 利 用 計 画 制度 の概 要

観光 レク リエーシ ョン活動 と森林 との関わ り合いを考慮 した森林管理を行 うにあたって

は、森林計画制度が1つ の重要な役割 を担 っている。

森林計画制度 とは、一言でいえば、森林法に基づき、国や都道府県、市町村、森林所有

者 などが、計画的に森林整備 を行 うための一連 の体系である。もう少 し詳 しく定義す ると、

森林計画制度 とは 「長期的視点に立って、森林資源 の保続培養 と森林 生産力の増大を図 り

なが ら森林の多面的機能が十分に発揮 され るよ うに森林の施業を計画的かつ合理的に行 う

ための制度」 である(森 林 ・林業 ・木材辞典編集委員会1993)。 そ して、 「適正 な森林施

業 を確保す るため、森林法な ど関係 法令 に基づいて全国の森林 について 『全国森林計画』

が樹立 され る。 国有林では 『経営基本計画』、『地域別の森林計画』 が樹 立 され、民有林

については 『地域森林計画』がたて られ るほか、市町村がたてる 『森林整備計画』、個々

の森林 に対す る計画 として 『森林施業計画』の制度」が設 けられている(森 林 ・林業 ・木

材辞典編集委員会1993)(図2-1)。

このよ うに定義 され る森林計画であるが、森林計画制度 自体 は、国土利用計画法 におけ

る土地利 用基本計画 に基づいている。我が国における土地利用 に関す る法令 の中でも核 に

なる法律が、1974(昭 和49)年 に制定 された国土利用計画法である。国土利用計画法は、

①国土利用計画及び土地利用基本計画の策定、②土地取引の規制 、③遊休 土地に関する措

置な どを規定 し、投機的土地取 引及び地価高騰 が国民生活に及ぼす弊害を除去す るととも

に、乱開発の未然防止 と遊休土地の有効利用の促進を通 じて、総合的かつ計画的 な国土の

利用 を図 ることを 目的 とした法律である。森林法に基づ く森林計画区域は、この国土利用



図2-1森 林計画制度の体系図

計画法第9条 の土地利用基本計画 に位置づけ られる。 より詳 しく述べ ると、土地利用基本

計画によって、我 が国の土地は、都 市地域 、農業地域、森林地域、 自然公園地域、 自然保

全地域の5種 類に分類 され、地域別 の土地利用基本法が図2-2の よ うに定 められてお り、

各々都市計画法、農業振興地域 の整備 に関す る法律、森林法、自然公園法、 自然環境保全

法 とい う個別法規 に則 って管理が行 われている

ま た、各地域 に対応す る各 々の個別法 には、それぞれ 「都市計画」、 「農振地域計画」、

「森林計画」、 「自然公 園計画」、「保全地域 の保全計画」 とい う計画制度が付随 している。



図2-2国 土利用計画の体系

そ してそれ らの計画制度は、法律の主 旨な どが違 うことにより、計画対象地域 の設定方法

に相違を見ることが出来 る。

それ ら5種 類 の土地利用計画地域の特徴 を比較す ると、以下の ように類型化 が可能であ

る。

は じめに対象地域内の土地利用の均質性 についてみ ると、都市計画 区域、自然公園区域、

自然保全地域のグループ と、農振地域、森林計画 区域 のグループに分 けることがで きる。

前者では、住宅地、森林、草地、河川 な ど地域 内にヘテ ロな土地利用の状況が見 られるこ

とが原則 である一方、後者では、原則 として農振地域では農地、森林計画 区域では森林 と、

均質である土地利用 をそ もそも対象 としてい るとい う点 に特徴がある。

上記 と関連 して、ヘテ ロな土地利用を包含 可能 であるため、都市計画区域、 自然公 園区



域、 自然保全地域 では、原則 として地理的に連続 した区域 を一体的に計画地域 として指定

可能 な一方 で、農振地域お よび森林計画区域 では、指定地域内に農地 あるいは林地ではな

い他の地 目の土地 を原則 として含 まないため、地理的に連続せずに、虫食 い状 もしくは飛

び飛びの土地を一つの区域 とす ることが少 なくない。

また、別 な観点か ら見 ると、農振地域 では、指定地域内で農業 とい う産業が営まれるた

め、産業 に直結 していることが前提であるが、他 の指定地域では必ず しも産業 と指定地域

との明確 な対応 関係があるわけではない。森林地域 も基本的には林業のための計画 区域 と

い う意味合いが強い ものの、水源 の酒養や生物多様性 の保全な ど、生業 と離れた森林管理

が行われ ている場所が少な くない。

また観光 レク リエーシ ョン面か ら、各区域の土地利用 を考えると、 自然保護 な どのため

に人の立 ち入 りが制限 されている自然保全区域 内の一部な どを例外 と して、すべ ての区域

内で観光 レクリエーシ ョン活動が行われ る可能性が想定できる。

(2)我 が 国 の 土 地 利 用 体 系 に お け る森 林 計 画 の特 性

以上の様な特性 を踏 まえて各々の土地利用を図式化す ると図2-3の 様 に整理が可能 で

ある。その中でも、森林計画区域の特性 としては、①対象が原則 として森林に限定 されて

いるため、②計画対象区域 が飛び地状 に分散す る場合が少 なくないが、この ような状況 に

あっても、③農振地域な どの様 に、そ こで必ず第一次産業が行 われ るか とい うとそ うとも

いえず 、区域内 には 自然保全や水土防災、観光 レク リエーシ ョン、伝統文化機能の保全な

ど多面的 な管理 目的が混在 している。 また、④観光 レク リエーシ ョンとい う側面か ら考 え

た場合 には、森林計画区域 内はもとより、隣接す る他 の計画区域で も観光 レク リエーシ ョ

ン活動が行 われ ることが想定 され るため、森林計画対象区域内はもとよ り区域外であった

としても背景 としての観光 レクリエー シ ョンのための森林管理 が重要である場合が少 なく

ない ことが挙げ られ る。

この様な森林地域 の特徴 は、森林計画において観光 レク リエー ションを考える際に重要

な要件 となる。つま り、地理的 に分断 されている森林 とい う土地利用 を、観光 レク リエー

シ ョンを含 めた多面的機能 も考慮に入れて、かつ周 囲の観光 レク リエー シ ョン状況 も考慮

する必要がある。 この ことは、序章か ら指摘 しているとお り、直接森林に関わ りが深 くな

図2-3我 が国の土地利用区域の特徴に関する比較
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い観光 レク リエーシ ョン活動であっても、森林管理 を行 うに当た っては考慮 に値す るとい

う内容 を裏付 けている。

(3)森 林 計 画 に お け る機 能 評 価 の 特 徴 お よび森 林 の機 能 評 価 にお け る観 光 レ

ク リエ ー シ ョンの位 置 づ け

森林計画 は、上記 のような特性 を持つ訳であるが、現行の森林計画にお ける機能評価 は、

図2-4の 上半分 に例示 した とお り、ある特定の森林(数 十 あるいは数百ha林 班 あるいは

森林団地)の 内部 を評価することが一般的で あった。 そ して、水源酒養機能、水土保全機

能、木材生産機能 などと比較 して保健休養機 能の重要性が高けれ ば、その森林 は保健休養

機能が高い森林 と位置づけるとしていた。その場合、たとえある森林 の保健休養機能 が、

比較的高 いと判定 された場合で も、それ以上に他の機能が重要だ と判 定 された場合 には、

該 当森林は保健休養機能が重要 な森林 と見な されない仕組みになっているのである(

興梠2003)。

つま り、現行 の機能評価法は、森林 は多面的機能を持つ と認識 しなが ら、その一方で、

森林計画制度 における機能評価 の結果 、行政上は一つの森林に単一の機能を割 り当てると

い う手法 を とってい る訳である。その ような単一化 の理 由として、 「整備対象 となる森林

が1つ である限 り、複数の機能 を前提 とす る森林 の整備 目標は、極端 な場合、中間色的な

もの とな りやす く、森林 の整備 目標 が本質を見失ったものになる危険があること、又機能

別森林施業に類似性 を有す るものがあること等 を考慮 し、複数の機能の うち最 も重要な機

能に絞 って(機 能的総合評価)対 応をす るのが望ま しい と考 えられ るか らである。(林 野庁1

998)」 とい う見解 が述べ られ てい る。

しか し、先に述べ た我が国の土地利用計画体制、そ してその中の森林地域の土地利用特

性 を考 えた場合には、図2-4の 下半分に示 した とお り、 ラン ドスケープ レベル で、周囲

の土地利用状況 も考慮 しなが ら、地域の中で対象 となる森林が どのよ うな位 置づ けにあ り、

持続可能な森林 管理 を行 うためには どの ような森林管理 を行 うかを考 えるべ きである。そ

して観光 レク リエー ションのための森林管理 についても、その よ うな一連 の流れの中で、

その役割 を考えていく必要があると考 えられ る。

2-2我 が 国 の観 光 レク リエ ー シ ョン に係 わ る森 林 管 理 施 策 の 歴 史 的推 移

上述の とお り、我が国において将来的に森林を計画的に管理す るためには、森林団地な

ど特定の森林のみ をみた森林の機能評価か ら、ラン ドスケープ管理を取 り入れて、周囲の

土地利用 の状況 などを考慮 した評価を行 った上での管理に移行す ることが重要である。そ

して観光 レク リエーシ ョン機能にその話題 を絞 った場合にも、同様の ことが指摘可能であ

る。 つま り、周囲の観光 レク リエーシ ョン構造や、ラン ドスケープあるいは土地利用状況

を考慮 に入れた森林管理が必要 になる と考 えられる。 この点の検討については第5章 で改

めて行 うが、その前に我が国の観光 レク リエーシ ョンに関わる森林管理施策 の歴 史的推移

を本章 で検討 しておきたい。その理 由は、我 が国で観光 レクリエーシ ョンに関わる森林管

理施策が歴 史的 にどのように展開 され てきたのであろ うかと言 う疑問 に対 し、総括的に考

察を行 った研究事例 が我が国では不足 している。 しか しなが ら、過去 との整合性 をともな



図2-4特 定の森林のみを見た森林の機能評価からランドスケープ管理を取り入れた評価へ

った観光 レク リエー ションのための森林管理計画 を考 えるためには、この点の検討が不可

欠であると考 えられ るか らである。

そのた め、以下では、特に明治以降 の近代化の中における19世 紀後半か ら20世 紀の観 光

レク リエーシ ョンのための森林管理施策を時系列的 に取 り纏め、考察 を行 うことに した。

我が国 の一般的な余暇意識を歴史的 に見 ると、「我が国では古来 よ り生活倫理 としての

非常に厳 しい労働優先の思想の もとで、余暇は全面的にこの労働 を支えるもの として とら

えられて きた」 といわれ てい る(ラ ック計画研 究所1975)。 そ こには 「遊び の本質 と して

の個人的 自由や主体的意識 はた とえ存在 していた としてもきわ めて希薄な もので しかな

く、伊勢参 りな どの信仰的 な結びつきや、湯治 など労働に供 された身体 を癒すな どの大義

名 分の上で初 めて正 当化 され る風潮が長 く続 き」(ラ ック計画研 究所1975)、 その考 え方

は現代になって も日本人 の余暇意識 に大 きく影響 している と考 えられ る。

しか し一方で、我が国 には、中世 の時代か ら 「国飾 り林」 と呼ばれ、外国へ威信 を示す

ために風致林が整 え られ ていった とい う事実 もある とお り(仰 木1978)、 観 光 レク リエー

シ ョン的な観点か ら森林 を管理す るとい う発想 が、かな り昔か ら見られ ていた ことも事実

である。

我 が国において大衆の野外 レク リエ散 シ ョン活動が活発になってきたのは、江戸幕府 の



もとで社会が安定 し、商品経済 の浸透 によ り城下町の人 口が稠密化 してきた17世 紀後半以

降であるといわれてい る。 この時期 を境 に町人層に、漫遊や物 見遊山 と呼ばれ る観 光活動

や、季節 ごとの行楽 ・気延 を楽 しむ経済的 ・時間的余裕 が生まれ、神社境内 ・名 所 ・旧跡

・景勝地 な どが野外 レク リエー シ ョンの場所 として使 われ るよ うになった(高 木1983) 。

例えば、1716年 に品川御殿山、中野桃園、飛鳥 山、墨 田堤が、徳川吉宗の命 によ り、江戸

幕府 によって開放 されてい る(高 木1983,小 野1988)。

ただ し、我が国において、国土スケールでシステマテ ィックに森林管理が行われるよ う

になったのは、近代、つ ま りは明治時代に入 ってか らのこ とである。本項では、その明治

の幕開 け以降、20世 紀の終わ りまでの森林管理施策の推移 について、香 田(2000)が 取 りま

とめた 「日本近代林政年表」を基本 として、森林の観光 レク リエーシ ョン施策に関わる既

存の歴史的研究(村 瀬1990-2、 宮林1992、 日本興業銀行1992、 宮林1993-2、 金 ・永 田1996、

大浦1998、 八巻1999、 西 田 ・市原1999、 山下1981、 林野庁治山課1989)を 参考に、時系列

的に とりとめ、我 が国の観光 レクリエーシ ョンに対す る森林施策の展開に関す る考察 を行

った。

なお、調査を とりま とめた結果、1960年 代 と1970年 代 を境 に、わが国にお ける観光 レク

リエーシ ョンに関す る林野施策の内容が著 しく増加 したことが明 らか になった。そのため、

編集上の都合か ら、1960年 代までの観光 レク リエー ション施策の展開期以前の時代 と、19

70年 代以降の観光 レクリエーシ ョン施策の展開期以降の時代 とで、若干項 目立てをか えて

記述 を行 うこととした。

(1)明 治 期 以 降 の観 光 レク リエ ー シ ョ ンに係 わ る森 林 管 理 施 策 の 歴 史 的推 移

a明 治 期 か ら1960年 代 に か け て の 森 林 管 理 施 策 の動 向

(観 光 レク リエ ー シ ョン施 策 の 展 開期 以 前)

1)明 治 期 の動 向

～近 代 的 森 林 管 理 の幕 開 け ～

1868(明 治元)年 に明治維新政府が成 立 し、同年に太政官布達 「明治御法度書」 とい う

44箇 条か らなる維新後の山林に関す る最初の規定が設 けられた ことに より、我が国の近代

的森林管理が幕開 けした。

そ して、1869(明 治2)年 には、版籍奉還にもとづ き江戸時代 に幕藩有林 とされていた

森林が、明治政府所有の 「官林」 となるとともに、翌1870(明 治3)年 には、「社寺上地

の布 告」 により藩政時代の社寺領が官有 となった。 この版籍奉還 と社寺上地によ り、我が

国における 「官林」の骨格が形成 され た。 さらに、世界最初の国立公園で あるイエ ロース

トー ン国立公園がアメ リカで設定 されたのと同 じ1872(明 治4)年 、我が国では太政官布

告に より 「神社仏閣女人結界 ノ場所 ヲ廃 シ登山参詣随意 トス」 とされ 、登山参詣にお ける

女人禁制が解 かれた。 このよ うに して、我が国では、明治の初期 の段階 において森林管理

の近代的 システムが整え られる とともに、森林 の余暇的利用に関わる条件が徐々に整 えら

れていった。

この時期は森林管理に限 らず、我が国に近代的な欧米の制度や システムが、多 く取 り入

れ られ た時期 であり、我が国の余暇 に関わる部分で も大きな変革が行われている。例 えば、



1873(明 治6)年 、太政官布告 「年中祭 日祝 日ノ休暇 日ヲ定ム」が公布 され、祝祭 日が休

日とな り、時間的余暇が法律に基づき担保 され る一方で、同年 には太政官布告第16号 「公

園設置ニ関スル件」 により 「官有地公園」が制度化 され、余暇空間が公的に整 えられ るよ

うになった。 当時の官有地公園には、都市域 の社寺地や行楽地のほか、松 島 ・養老 ・嵐山

・箕面 ・天橋立 ・吉野 ・奈良 ・舞子 ・厳島な ど、現在の都市公園制度 とは若干異なる優れ

た天然林 が、自然タイプの景勝地 として公園 に指定 され ていることに特徴 があった。

また明治期 は、外国人 によ り、我 が国の観光 レク リエー・シ ョンの概念 ・価値が拡大 され

た とともに、彼 らが 日本国内で新たな観光 レク リエーシ ョンを発 見 した時期で もある。例

えば、1878(明 治11)年 、英 国人ガー ラン トが、外国人 として初 めて槍ヶ岳 を登山 し、飛

騨 山脈 をJapanese Alpsと 命名 した。 また、1887(明 治20)年 には、帝国医科大学雇教師

ベル ツ博士 「皇国の規範 となるべき一大温泉場設立意見書」 を提出 し、これ をきっかけに

帝室にて公衆用 の規範温泉場の設置が決議 され るに至った。

さらに、1889(明 治22)年 には、英国人宣教師 ・登山家のウォル ター ・ウエス トンが初

来 日し、布教の傍 ら白馬 ・立山等を踏破 した。 ウエス トンは、1896(明 治29)年 に 「日本

アルプスの登山 と探検」 を刊行 し、その著作は、登山をは じめとす る後の我が国の観光 レ

ク リエーシ ョン活動に多大 な影響 を与 えた。例 えば、1902(明 治35)年 、 「日本山水論」

の著者 である小 島烏水や岡野金次郎が槍 ヶ岳に登頂す るな ど、我が国にアル ピニズムが起

こ り、1905(明 治38)年 に烏水 らによ り 「山岳会」が結成 されている。そ して、序章でも

紹介 した とお り、1897(明 治30)年 に山林局長 となった志賀重昂 により、 自然科学的観点

から我が国の風景を語った 「日本風景論」が、1894(明 治27)年 に刊行 され ている。

また、1890年 代は、欧米 では1891(明 治24)年 に米国最初の国有林(Forest Reserve)が

指定 された り、1895(明 治28)年 にイギ リスでナシ ョナル トラス トが発足す るなど、世界

的に見て も森林や 自然地域 を保全す るための仕組みが整 えられていった時期 であるが、我

が国においてもそれ は例外ではなかった。例 えば、我が国では、1895(明 治28)年 に 「狩

猟法」、1897(明 治30)年 には 「古社寺保存法」が公布 され るな ど、林内の鳥獣 の扱いや

文化財 としての屋外空間の保全 にかかわ る法律が制定 されてい る。

しか し、林野行政 とい う側面 から考 えた場合、1897(明 治30)年 に 「森林法」が制定 さ

れたことがもっ とも大きな出来事であった。同法は、営林の監督 を行 うとともに、保安林

制度、警察制度、山林犯罪の罰則に重点を置いた法律 であった。そ して、同法の制定に伴

い創設 され た保安林制度 により、風致保安林 ・公衆衛生林(後 の保健保安林)が 制定 され

た。風致保安林は旧藩時代か らの風致林を禁伐 によ り保護す ることを目的 と して設け られ

た保安林 で、現在の風致保安林 とさほど設立趣 旨が大 きく異なる とはいえない一方で、 当

時の公衆衛生林 は、保健休養機能の保全 とい う趣 旨は、現在ほ ど強 くな く、森林 による気

象条件の緩和、塵埃 ・煤煙等の濾過 による公衆衛生を維持す るこ とが 目的で制定 された。

また、 この時期 、1889(明 治22)年 には御料林制度が誕生 した。そ して、1899(明 治32)

年 には、「国有林野法」が公布 され、国有林 の森林管理体系が法的に整 え られている。

「森林法」は、制定後 しば らくたった1907(明 治40)年 に、全改公布 され ることとなっ

た。そ して、林業の産業上 の重要性に鑑みて、監督取締 にかかわる用件 を強めた ことに加

えて、森林組合制度(造 林組合 ・施業組合 ・保護組合 ・土工組合)を 明文化す るな ど、産

業助長法規 としての性格を付加 した。つま り、森林法は木材生産のために森林 を開発 し、



林業 による国益の増進を図るための法律になった といえる。加 えて、公有林についても、

1889(明 治22)年 の町村合併を経て、1910(明 治43年)に は公有林野整理統一事業が開始

され る とともに公有林や造林奨励規則が定め られてい る。その結果、森林に対す る観光 レ

クリエーシ ョン機能は、森林管理 とい う林野行政面か らは、木材生産 よ りは格下の、付加

的な位置づけとなった。そ して、 この位置づ けは、後に徐々に向上す るとい う傾 向をた ど

るのではあるが、総論的 に言 えば、林野行政の中で主体的な 目的 として観 光 レク リエーシ

ョン施策 が展開 された米国な どと異 な り、我が国の森林観光 レク リエーシ ョン施策 の展開

は、 ごく最近まで非主体的な道 を歩む よ うになったと考 えられ る。

なお、1907(明 治40)年 には、農商務省 は訓令 「森林法施行手続」 を発布 し、保安林 を

土砂拝止林、飛砂防止林、水害防備林、防風林 、潮害防備林、頽 雪防止林 、墜石 防止林、

水源酒養林、魚附林、 目標林、衛生林、風致林 の12種 に区分 し直 している。その うちの風

致林が風致保安林 に、また衛生林が後の保健保安林に相当す る。

以上の通 り、明治時代には、近代的森林管理 が幕開けしたのではあるが、森林観光 レク

リエーシ ョンに関 して言 えば、明治期後半 に、林野施策の中では、木材生産の副次的位置

づ けに定 められた感 があった。ただ皮 肉にも同 じ時期 には、我 が国にお ける山岳 レクリエ

ーシ ョン等の気運の高ま りに伴 い
、一般の人か ら見る と森林地域 は以前 にも増 して観光 レ

ク リエー シ ョンの対象 としての重要性 を増 していった。その重要性については、上述 の事

例に加 え、例 えば、1908(明 治41)年 には、平野長蔵によ り尾瀬の尻沼 に 「長蔵小屋」が

建設 され、1910(明 治43)年 には、小島烏水 による 「日本 アルプス」が刊行 された。また、

1911(明 治44)年 に開催 された 「第27回 帝 国会議」においては 「国設大公園設置に関す る

建議」が採択 され、我が国の国立公 園制定へ向 けての一歩が踏み出 され ることとなった。

さらに、1911(明 治44)年 には、新潟県高田市の第13師 団歩兵第58隊 営庭にて、 日本最初

のスキーが行われた とい う記録が残 っている。

2)大 正 期 の 動 向

～保 護 林 の誕 生 な ど観 光 レク リエ ー シ ョ ン施 策 の安 定 期 ～

大正時代 に入 った1915(大 正4)年 、林野行政において、山林 局長か ら大林区署長宛 に

「保護林設定ニ関スル件」が公布 された。 これは法律に根拠 をおいたものではな く、国有

林 の内部規定ではあるが、「保護林設定ニ関スル件」によ り、国有林の経 営にあたって保

護すべき森林を明 らかにする 目的から 「保護 林制度」が創設 され た点が、我が国の観 光 レ

ク リエーシ ョンのための森林管理施策の点か らは大きな出来事であった。保護林制度によ

り、国有林内で、原生林等学術参考、風致維持 、名所 旧蹟 ・公衆享楽地 ・高山植物 ・名木

保存な どのため、施業案編成時に保護林 に設定す ることとな り、保護林 を準施業制限地 に

編入 し、伐採を禁止 し、道標な どを設けることに した。 この制度 によ り 「風致保護林」の

指定が制度化 され、国有林 内にお ける風致上重要な森林を保護す ることが可能 とな り、名

所 旧跡や享楽地な どの森林 の保護が可能 となった。具体的 には、

①汽車汽船其ノ他主要ナル道路又ハ地点 ヨ リ望見シ得ル林分ニテ著名ナル景勝地 ノ風致 ヲ



保持助長 スルカ為必要ナルモ ノ、

②名勝 旧跡 ノ保持助長スルカ為必要ナルモ ノ、

③公衆 ノ享楽地又ハ将来公衆 ノ享楽地 トナルヘ キ見込 ミ十分ナル箇所 ノ風致 ヲ保持助長ス

ルカ為必要ナルモ ノ、

の3種 類の森林観光 レクリエーシ ョンに該 当す る項 目が風致保護林の対象 とされた。

また、 この時期の森林管理に関連す る他省庁 の法律 としては、1919(大 正8)年 の 「都

市計画法」の公布や、同年の 「史蹟名勝天然記念物法」の公布 な どに より、現在の風致地

区や天然記念物な どの基礎が整 えられ た。

施策以外 の森林観光 レク リエーシ ョンに関わる動向に着 目す ると、1918(大 正7)年 に

新島善直 ・村 山醸造 の 「森林美学」が、1918(大 正7)年 に田村剛の 「造園概論」が刊行

され るな ど、森林や緑地の持つ保健休養機能 を学術的に解明 しよ うとす る機運 は依然高い

水準を示 していた。 また、1913(大 正2)年 に林学会が、1925(大 正14)年 に(社)日 本

造園学会が設立 されてお り、森林の観光 レク リエーシ ョン機能 を学術的に考察す る場が整

えられたのもこの時期である。

実際の観光 レクリエーシ ョン活動 においても、1921(大 正10)年 に、槇 有恒 らがアルプ

スのアイガー東 山稜初登頂 したことをきっかけに、本場の ロッククライ ミングが紹介 され、

国内の岩登 りが盛 んにな り、1924(大 正13)年 に ロッククライ ミングクラブ(RCC)が 設 立

するなど、西欧型 の山岳地域 の観光 レク リエーシ ョン活動がますます活発 にな る機運を見

せてい る。 スキー について も、1923(大 正12)年 に第1回 の全 日本 スキー選手権大会が開

催 され、1925(大 正14)年 に全 日本スキー連盟が発会 した。

以上、大正期 においては、保護林の誕生 などがあ り、観 光 レクリエーシ ョンのための森

林管理については比較的追い風の時期にあった と考え られ る。そ してその動向はそのまま

昭和初期へ と引き継がれていった。

3)昭 和 戦 前 期 の 動 向

～ 戦 前 の観 光 レク リエ ー シ ョン の絶 頂期 か ら戦 争 に よ る 中 断へ ～

昭和時代の初期 に行われ た施策 として最 も大きな ものは、直接的な林野施策 ではないが、

国立公園制度制定へ向けての一連の動きがあげ られる。 この動き 自体は、上述の通 り、19

11(明 治44)年 に開催 された 「第27回 帝国会議 」において、 「国設大公 園設置 に関す る建

議」が採択 された ことによって第一歩が踏み出 され ることとなった訳であるが、昭和 に入

り、その動 きが具体化 してきた。

まず、1929(昭 和4)年 には、国立公園協会 が設立 され、翌1930(昭 和5)年 には、内

務省 に国立公園調査会が設立 された。そ して1931(昭 和6)年 に、内務省衛 生局保健課に

よ り、 「国立公園法」が公布 され た。 この制度に より、国立公園 として相 当面積 の森林が

指定 され、風致維持 のための土地利用 に関す る制限や、制限に対す る保証制度が組み込ま

れた。 また、森林を国立公園に指定す るときは、事前に農林相へ協議す ることが約定 され

た。 そ して、1934(昭 和9)年 に、我が国最初の国立公園(瀬 戸内海 ・雲仙 ・霧 島)が 指



定 され ることで、我が国の国立公園制度が名 実 ともに開始 され るに至った。 さらには、19

35(昭 和10)年 に、千葉県が全国 に先駆 けて、地域性の 自然公 園の条例 を制定す るな ど、

後の都道府 県立 自然公園設立に向 けての動 きが起 こった ものの、1944(昭 和19)年 には第

二次世界大戦の影響で、国立公園行政 は一時停止に追いや られ た。

国立公園に関わる運動以外 にも、1929(昭 和4)年 に 「古社 寺保存法」が廃止 され 「国

宝保存法」 が制定 された り、同年に 日本温泉協会が設立 された。また、翌1930(昭 和5)

年 には国際観光局が設立 されるなど、我が国における観光 レク リエーシ ョン施策 は徐々に

整 え られていった。

林野施策 に関 しても、1934(昭 和9)年 に大 日本 山林会の提唱で 「愛林 日運動」が始ま

り、同年 に森林法施行規則第1条 による公園指定、つま り森林法適用の公 園として新潟 県

佐渡郡小木町立 白山公園が指定 され るな ど、観 光 レク リエーシ ョン的 な森林管理 に前向き

な姿勢が見 られ ていた。また、1928(昭 和3)年 には、北海道拓殖部 「高山植物採取許可

ニ関スル件(拓 林第3299号)」 に よ り、近年登山者が増加 し高山植物の採 取な どが 自然 の

許容量を脅か したために、業務上必要 と認 めた者、高等専門学校 以上の植物専攻者、中等

学校 教諭以外は採取を許可 しない こととしたことが注 目に値す る。 この ことは、明治 ・大

正期に盛ん にな り始めた登 山が、昭和初期 には十分定着 してきて、一般利用者 のマナー を

規制 しな くてはいけないほ どになってきたことを示 している。

なお、この時期には、1927(昭 和2)年 に 「水源 かん養造林補助規則」が制定 され(19

29(昭 和4)年 に 「造林奨励規則」 に改定)、 従来公有林 を対象 としてきた造林補助金が

私有林 にも交付可能 とな り、今 日の公益的機能 のための民有林 に対す る助成制度の基盤が

形成 されている。

しか しなが ら第二次世界大戦 のために、 これ ら一連の施策 も一時的に休 止 され ることと

なった。例 えば、1944(昭 和19)年 には、不急旅行 が禁止 され 、特急 ・寝台 ・食堂車は全

廃 された。 そ して、自然地を対象 とした観 光 レクリエーシ ョン活動に限らず、例えば歌舞

伎座 ・帝劇 ・日劇 など都市部の主要な施設 についても、この時期には閉鎖 され るに至った。

林野法制 も、戦時体制への移行に伴い、1939(昭 和14)年 に森林法が改変 され、森林所

有者 に施 業案 を作成 させ る制度(施 業案監督制度)が 発足 した り、よ り包括的な事業運営

のために森林組合 を施業直営組合 と施業調整組合 に改変するなどの措置が執 られ 、1941(昭

和16)年 には軍需木材 の確保 のために 「木材統制法」が施行 されている。 ただ し、これ ら

の うち森林法改正 に伴 う施業案の作成は、戦後の我が国における森林計画制度の先駆け と

しても位置づ けられ る点で注 目に値す る。

以上、昭和初期には、国立公園制度 を中心に、森林地域にお ける観光 レク リエーシ ョン

が、利用的側面か らも施策面か らも充実を見せ始 めた時期 であったに もかかわ らず、その

よ うな展 開が第二次世界大戦の激化 とともに元の木阿弥に戻 って しま うとい う展開を見せ

たといえる。

4)昭 和 戦 後 期 の動 向 そ の1(1940年 代 半 ば ～1950年 代 後 半)

～ 戦 後 林 政 の復 興 期 ～



1945(昭 和20)年8月 に終戦 を迎 え、翌年1946(昭 和21)年 には林政統一のために御料

林(宮 内省帝室林野局)、 北海道国有林(内 務省北海道庁)、 内地国有林(農 林省山林局)

三者 に よる合同会議が開始 され、翌1947(昭 和22)年 に御料林 と北海道国有林を農林省 に

移管す ることが決定 し、林政統一が実現 した。 さらに1949(昭 和24)年 には、林野庁が発

足 し、我が国の戦後林野行政の体系ができあがった。

林野行政に関係す る法規 についても、1951(昭 和26)年 に 「森林法」 が改正 され 、「森

林計画制度」、 「伐採許可制度」な どが導入 され、森林審議会が設置 された。森林 計画制

度は、1939(昭 和14)年 の施業案監督制度 を廃止 して新たに作 られた制度で、我 が国の森

林 を国有林 と民有林 に区分 して、農林大臣が5年 ごとに5か 年計画で策定す る森林基本計

画の もと、施業計画 ・経営計画 を立てる とい う内容で構成 されていた。 関連 して、同年 に

は 「国有林野法」が制定 され、国の所有す る森林原野、つ ま り国有林が国有財産法にお け

る特例 的な財産 として位置づけ られた。 また、この時 に保安林制度の改変 も行 われ、 「公

衆の衛生」 とい う記述が 「公衆 の保健」 と書 き改め られ たことを受けて、保安林の 「衛生

林」が 「保健林」 と改名 された。

さらに、1954(昭 和29)年 に 「保安林整備臨時措置法」が制定 され た。同法 は、災害の

多発 とこれによる国土の荒廃 に対処 して、緊急に保安林 を整備す る目的で、保安林整備 計

画の樹立、保安林 の買入れ ・交換 ・強制買収制度等 を規定 した法律で、国土保全的要素の

強い10年 の時限立法であった。 しか し、その後法律は延長 され、1974(昭 和49)年 の第三

期保安林整備計画以降、この法律によ り保健保安林の整備 が急速に進む ことになった(香

川 ・田中1995)。

また、国立公園行政 も1946(昭 和21)年 に厚生省公衆衛生局保健課の所管 のもと復活 し、

1948(昭 和23)年 には国立公園選 定標 準が策定 され、1949(昭 和24)年 に 「国立公園法」

が改正公布 され た。 この改正の結果、特別保護地区や国定公園制度 などが導入 された。 ま

た、国立公園内の森林の取扱について も基準が定 められ るようにな り、例 えば1950(昭 和

25)年 には 「国立公園区域内 における森林施 業制限細 目(林 野3228)」 が、林野庁長官よ

り厚生省国立公園部長宛に通達 された。そ して、1951(昭 和26)年 には 「森林法施行に伴

う国立公園区域内の森林 の取扱 について(26林 野)」 が林野庁長官 ・厚生省 国立公園部長

から知事宛に出され、森林法の改正に伴い国立公園特別地域 ・特別保護地区を制限林 とし

て取 り扱 うことが通知 された。 また、厚生省 に関連す る観光 レク リエーシ ョン施策 として

は、1954(昭 和29)年 に国民保養温泉地制度 が開始 されてい る。

その他の省庁の観光 レク リエー シ ョンに関係す る主要な動 きとしては、1946(昭 和21)

年に運輸省 に観光課が設 け られ 、それ を契機 に、全 日本観光連盟や都道府県単位 に観光機

関が設 け られ、 さらに1948(昭 和23)年 には、観 光事業審議会 が設け られている。 また、

1947(昭 和22)年 、労働基準法が制 定され 、労働時間に枠が与 えられた ことによって余暇

時間が法的 に認 め られた存在 とな り、 さらに1948(昭 和23)年 には、 「国民の祝 日に関す

る法律」が公布 され、観光 レク リエー ションへ向けての時間的担保 について法的にも整え

られ た。

そ して、 この時期に1950(昭 和25)年 に 「国土総合開発 法」が公布 され 、国土スケール

の土地利用 の方針が定め られる とともに、同年 「国宝保存法」 に代わ り 「文化財保護法」

が公布 され ている。



以上、この時期 における観光 レク リエー シ ョンに関わる林野施策 は、戦前の水準に戻る

ための復興の時期 として位置づけ られ よ う。つま り、よ り豊かな森林環境 を享受す るため

の観 光 レク リエーシ ョン空間の創造 を推進する とい うよ りは、む しろ戦前 の水準に各種の

林野制度 を戻す ことに重点が置かれた時代であるといえる。

5)昭 和 戦 後 期 の動 向 そ の2 (1950年 代 後 半 ～1960年 代 半 ば)

～ 戦 後 森 林 観 光 レク リエ ー シ ョン行 政 の胎 動 期 ～

この時期 は、1960(昭 和35)年 に閣議決定 され た 「所得倍増計画」に代表 され るよ うに、

我が国の戦後処理 が一段落 し、高度経済成長時代に突入す る時期 に当たる。それ にともな

い我 が国でも、観光 レク リエーシ ョンの大衆化が進み、いわゆるマスツー リズムが盛んに

行われ るよ うになった時期であるといえる。高度経済成長が始 ま り、マ スツー リズムが進

展す るに伴 い、その影響が山岳地帯にも及 んでいった。 この様な状況 の影響 を受 けて、秩

序ある観光 レクリエーシ ョン利用のための森林管理が必要 とな り、1950年 代後半か ら1960

年代半ばにかけて、林野庁においても、国有林を中心に観光 レク リエーシ ョン施策が開始

され た。

ただし、この時期においても、林野行政 では、1957(昭 和32)年 に 「国有林生産力増強

計画」が、1961(昭 和36)年 には 「国有林木材増産計画」な どが策定 され 、また1958(昭

和33)年 には、後の公社公 団造林 の先駆 け となる分収造林特別措置法が制定 される ととも

に、国有林野経営規定が改正 されて 「林業の立場か ら国民の福祉 の増進に寄与する」 とい

う認識 が示 されている とお り、依然施策 の根幹 は木材生産にあるとい う事実には変わ りな

かった。

しか しなが ら一方で、 この時期 、国民の観 光 レク リエーシ ョンの大衆化 は、登山をは じ

めとして森林地域に無視 できない影響 を与 えるよ うになった。そ して、1956(昭 和31)年

には増加 しつつ ある登山に対 し、国有林 山岳地帯に林野施策 として初の 「避難小屋」が設

置 され た。また、その後の1961(昭 和36)年 に 「避難小屋 の管理及び運営 について」が通

達 され、単発的ではな く国有林内に避難小屋 を建設す ることが、制度的 に位置づけ られた。

また、1959(昭 和34)年 には 「国有林野内にお けるスキー場の取扱要領(34林 野政5311)」

が出 され、国有林における 「国設スキー場制度」が開始 された。国設 スキー場 は、 レジャ

ーブームによる野外 レク リエー シ ョンの大衆化によ りスキー人 口が増加 したこ とに対応す

る目的で策定 されたものである。スキー人 口の増加 により、スキーヤーの国有林内への進

入に よる幼齢林分 の被害が見 られ るようになったこ と、ならび に観光企業か らの貸付 申請

に何 らかの対応 を とる必要が生 じたこ とか ら、 この制度が創設 され た といえる。 以上のよ

うに林野施策において、対処療法的で ある点は否 めないが、観光 レク リエー シ ョン施策が

正式 に開始 された といえる。

また、世界的な動向を見る と、1960(昭 和35)年 にシア トルにおいて開催 され た第5回

世界森林会議で、森林の多様な公益的機能に着 目し、森林多 目的利用経営 を打ち出 した 「森

林 の多 目的利用 に関す る決議」が採択 され ている。 このシア トル決議では、森林 の公益的



機能 として レク リエーシ ョン的機能を採 りあげ、地域森林経営 の中に観光 レクリエー シ ョ

ン利用 を含 めるべ きだ とされている(小 谷1982)。

その他、この時期に観光 レク リエーシ ョン管理に関わる林野施策 としては、1962(昭 和

37)年 に 「森林法」が改正 され、全 国森林計画、地域森林計画が策定 された ことや 、同年

に 「保安林及び保安施設地区に関す る事務処理規程」が制定 され、保安林の 「保健林」が

「保健保安林」 と呼ばれ るよ うになった ことな どがあげ られ る。

また、 自然公園 に関わる施策 としては、1957(昭 和32)年 に 「国立公園法」 を改正する

形で 「自然公園法」が制定 され、国定公 園、都道府県立自然公園の新設や、指定植物採取

規制 が開始 され てい る。 そ して、1959(昭 和34)年 に、「自然公園区域 内にお ける森林施業

について(34林 野指6417)」 が林野庁長官か ら営林局長宛 に通達 され 、国立公園等の地域

区分別の施業制 限の細 目について厚生省 国立公園部局長 と取 り決めてい る。 さらに、1961

(昭和36)年 には、 「国民休暇村(現:休 暇村)制 度」が開始 されている。

そのほかにも、 この時期 には、1956(昭 和31年 に、建設省か ら 「都市公園法」が公布

され、1958(昭 和33)年 には文部省 が 「青年の家制度」を開始 し、1962(昭 和37)年 に 「全

国総合開発計画(第1次)」 が閣議決定 され 、同年に 「都市の美観風致 を維持す るための

樹木の保存に関す る法律(樹 木保存法)」 が公布 された。

観光施策 としては、1959(昭 和34)年 に 「日本観光協会法」が公布 され、1961(昭 和36)

年 に我が国初 の 「観 光のはな し(観 光 白書)」 が創刊 され るとともに、1963(昭 和38)年

に 「観光基本法」が公布 された。

以上、この時期は対処療法的であるとはいえ、我が国が林野施策 として、戦後初めて観

光 レク リエーシ ョンに対峙 した とい う点か ら、我が国の観光 レク リエーシ ョンのための森

林管理施策の胎動期 にあったと位置づけることが可能である。

6)昭 和 戦 後 期 の動 向 そ の3(1960年 代 半 ば ～ 後 半)

～ 森 林 観 光 レク リエ ー シ ョン施 策 の 基盤 整 備 期 ～

1960年 代半ばにお ける我が国の林野行政にお いて、最 も重要な出来事 とい えば1964(昭

和39)年 の 「林業基本法」の制定である。林業基本法は、林業の発展 と林業従事者 の地位

の向上 を図 り、森林資源 の確保 と国土の保全 のために、林業に関わ る政策や基本施策 を定

める法律である。上述の通 り、1907(明 治40)年 に全改公布 された 「森林法」により、我

が国の林野施策は、木材生産を軸 とした産業助長施策 とい う側面が戦前か ら既 に強かった

が、林業の憲法 ともいえる林業基本法の成 立によ り、我が国の林野施策では木材 生産が主

であ り、観光 レク リエー シ ョンへの対応が従で ある とい う考え方が さらに確 固た る様相を

示 した といえる。

しか しその反 面で、一見 このよ うな林野施策の木材生産産業への明確なシフ トの中で、

我 が国では国レベルで客観的に森林観光 レク リエー ションを とらえていこ うとする動き、

つま り森林観光 レク リエーシ ョン施策の基盤整備 を行お うとす る動 きが、 この時期に現れ

ていた ことが注 目に値す る。

例 えば、1963(昭 和38)年 には、「国有林野観光保健休養機能資源調査(38林 野計665)」



が行われ、我が国の国有林の観光 レク リエー シ ョン資源やその機 能が どの程度であるかを

調査するた めの基礎 資料の整備 を目的 として、複数の観光地域で資源調査 が実施 された。

また、1964(昭 和39)年 には、林政審議会 の答 申で、初 めて公益的機能の重要性 が強調 さ

れた。 さらに、1965(昭 和40)年3月 に、中央森林審議会が 「国有林の役割 とその経営の

在 り方」 を答申 し、 「国有林野事業の対応策」 の部で、 「国有林野事業 は保健休養 の確保、

自然保護のため、 より積極的な検討 をすべ きである」 と明言 している。

このよ うな流れの中で、1966(昭 和41)年8月 に、林野庁 自らではないが、科学技術庁

資源 開発調査会が 「自然休養地 としての森林の保全開発 に関す る勧告」を発表 した。 この

勧告では、「国家的 見地か ら、自然休養地 として保存すべき森林地域 を早急 に区分 ・確保

して、レク リエー シ ョン需要 に対す る適正 な受け入れ態勢を整備 強化すべきである」とし、

特に 「国が所有する森林 は、質的 にも、量的にも、 自然休養地の大 きな部分を占め、 レク

リエー シ ョン資源 の骨格 を形成 しているので、この際、国が所有す る森林について、 自然

休養地の保護 と開発 を計画的、調和的 に推進す ることとし、所要の体制 を緊急かつ積極的

に推進す る必要がある」 と記述 された。具体的な勧告事項は、以下の6項 目にわたる。

① 国家的見地か ら、 自然休養地 として保存及び開発すべ き森林地域を区分、確保 し、 レク

リエーシ ョン需要 に対す る適正な受け入れ態勢 を整備 ・強化すべきである。国が所有す る

森林 については、自然休養地 の保護 と開発 を計画調和的に推進す ることとし、所要の体制

を緊急かつ積極的 に推進す る必要がある。 その他 の森林については、その保護 管理の行政

指導 を強化する とともに、必要な保証及び買い上げの措置を講ずる必要がある。

②風致保安林については、その意義内容を明;確に した上で、その指定基準を策 定 し、実施

の適正化 を図るべ きである。

③ 自然公 園、史跡名勝天然記念物その他 自然休養地における現地の保護取 り締 ま りを強化

す る必要がある。

④公衆道徳、 自然保護な どの教育指導を推進す る必要がある。

⑤森林 の風致的取 り扱い技術の確立 と風致的取 り扱 いに関す る教育体系の充実 を図る必要

がある。

⑥ 自然休養 地関連行政の大 きな部分を直接管理 してい る省庁の行政 を対象 とす る総合調整

のための、特別の考慮 を払 う必要がある。

この勧告が出 された結果、1964(昭 和39)年 に林業基本法が制定 され ることで、木材生

産中心の施策体系が我が国の林野行政で確 固たるものになった一方で、本来な らばその結

果 として施策の隅に追いや られかねなかった観光 レクリエーシ ョン機能発揮のための林野

施策 が軌道 に乗 った と考 えられ る。 ちなみに、 この勧告 と同年の1966(昭 和41)年 には、

明治百年記念事業 の開始 とともに全国16カ 所 に県民の森が設置 され、 「国有林野内に設置

する野営場 の取扱 について」にもとづ き、国有林で 「国設野営場 」の設置が推進 され るな

どの動 きが見 られた。

しか しなが ら、この勧告の影響 を受 けて起 こった施策 として最 も重要な ものは国有林の

「自然休養林制度」である。科学技術庁資源調査委員会の勧告の翌年、1967(昭 和42)年

に、国有林の 「自然休養林制度」が制定 され た。 「自然休養林制度」は国有林施策 として



は、初 めて総合的な観 光 レク リエー ション施策 として打ち出され たもので ある。 自然休養

林 とは、①風景の優れた地域であって 自然休養 としての利用が現 に行われている森林、ま

たは②そのよ うな利用が将来確実に予想 され る森林 に対 し、 自然休養的利用 と木材生産 と

の調整 をはか りなが ら風致的施業 を行い、 自然休養的利用 を進 める観光 レクリエー シ ョン

林である。実質的 には1968(昭 和43)年 に、 「自然休養林の取扱要領(42林 野管154)」 が

出 された ことで 自然休養淋 制度が事実上発 足 した ともいえる。営林局長は、林野庁長官の

承認 を うけ、自然休養林の指定 ・公表を行った上で、林内を風致保護地区、風致整備地区、

施業調整地 区、施業地区の4区 分に して管理す るとい う 「自然休養林保護 管理協議会設置

標準」を定めた。さらに、1969(昭 和44)年 には、国有林野経営規定 の全面改正が行われ、

国有林野経営の方針 に 「国民の保健及び休養のための必要な施策を実施す ること」が挙げ

られ、1969(昭 和44)年 、我が国初 めての自然休養林(10カ 所)が 指定 された。

この時期、そ の他の林野施策 としては1964(昭 和39)年 に、 「林業構造改善事業」が開

始 されてい る。 「林業構造改善事業」 とは、我が国の国有林 ・民有林がおかれてい る林地

保有の零細性 、分散性、基盤整備 の未整備お よび資本装備 の劣弱性 を改善す ることで、林

業総生産の増大、林業生産性 の向上、林業従事者 の所得向上な どを 目指す総合施策である。

1964(昭 和39)年 時点の第一次事業では観 光 レク リエーシ ョンに関わ る事業が対象 とされ

ることは皆無であった ものの、1972(昭 和47)年 の第二次事業(森 総事業)か らは対象 と

されるよ うにな り、その後我が国の観光 レクリエーシ ョンに関わる林野施策 として無視で

きないものへ と発展 していった。

その他、観光 レク リエー シ ョンに関わる林野施策 としては、1967(昭 和42)年 に各地で

スーパー林道の着工が始ま り、1968(昭 和43)年 には、「国有林野内にお ける温泉 の取扱

について(42林 野管302)」 の通達が出 され てい る。また、同 じく1968(昭 和43)年 には、

森林法が改正 され、森林施業計画制度が創設 され てい る。

そ して、森林観光 レク リエーシ ョンに関連す る他省庁 の法令 としては、1965(昭 和40)

年に 「山村振興法」が、1966(昭 和41)年 に 「古都における歴史的風土の保存に関す る

特別措置法(古 都保存法)」 お よび 「首都圏近郊緑地保全法」が、1967(昭 和42)年 に 「近

畿圏の保全 区域 の整備 に関す る法律」が、1968(昭 和43)年 、「都市計画法」が公布 され、

1969(昭 和44)年 に 「新全国総合開発計画(新 全総)」 が閣議決 定されている。また、19

68(昭 和43)年 に 「狩猟法」が改正 されて 「鳥獣保護及び狩猟に関す る法律」 と改題 され

てい る。そ して、都 市計画法に基づ いて、1969(昭 和44)年 に 「風致地区内の建築等の規

制 の基準 を定める政令(政 令317)」 が公布 され 、木竹の伐採な ど、知事が条例で定める行

為を許可制 とし、その許可の基準を定 めてい る。また、 この時期 、1964(昭 和39)年 に深

田久弥 「日本百名山」が刊行 され るな ど、登山の人気は依然高 く、1966(昭 和41)年 に富

山県が初の 「登 山届 出条例」 を制定 してい る。

また、昭和40年 代半ばか ら後半にかけては、1964(昭 和39)年 の レイチ ェル ・カー ソン

「沈黙 の春」訳刊や、我が国のナ シ ョナル トラス ト運動 の先駆 けとなる 「鎌倉風致保存会」

の設 立に象徴 される とお り、野外環境に対する施策 は自然保護 に傾Kいてきた。その影響 も

あ り、例 えば 自然公園施策 は、1967(昭 和42)年 、明治百年記念事業の一環で東京都立 自

然公園高尾山 と大阪府 立箕 面公園 が国定公園 に編入 された とい う出来事 なども見 られ る



が、全般的には自然保護 の面においては多 くの調査 ・研 究 ・施策が進 め られ画期的な成果

が見 られ る反面、観光 レク リエーシ ョン等の利用の面 における対応は、国民的需要の増大

にもかかわ らず、む しろきわめて消極的である と言わざるを得ない状況が続 いた。 その点

については、 「戦前期にはあったはず の公園利用 の理念 を、そのまま踏襲 し、新 しい時代

の要求に応 える答える現実的な施策 が、 この時期には講 じられないままの状態 にあった」

とい う指摘 がなされ ている(池 ノ上1983)。

以上、1960年 代の半ばか ら後半 にかけての林野施策 は、 「林業基本法」の制定 に見 られ

るとお り、木材 生産 を中心 とした林野施策 システムが完成 し、制度的 には木材 生産型の林

野行政の ピー クを迎 えた時期である。 しか しなが ら一方で、国民ニーズか ら、施策的にも

森林の観光 レクリエーシ ョン的利用が無視で きない状態 にな り、 自然休養林 をは じめとす

る総合的 な森林観光 レク リエーシ ョン施策の基盤が、国有林を中心に具体的な形 で整備 さ

れた ことが特徴的であるといえる。

b1970年 代 以 降 の 森林 管 理 施 策 の 動 向

(観 光 レク リエ ー シ ョン施 策 の 展 開期 以 降)

1)昭 和 戦 後 期 の 動 向 そ の4(1970年 代 ～1980年 代 半 ば)

～ 森 林 観 光 レク リエ ー シ ョン施 策 の展 開期 ～

1960年 代に森林観光 レク リエーシ ョン施策 の基盤整備 が整 えられたことを うけて、1970

年代 は国 レベルでの森林観光 レク リエーシ ョン事業が地域振興策 として活発 に打ち出 され

始めた(宮 林1992)。 また、 この時期 は、 「日本列島改造構想」が1972(昭 和47)年 に打

ち出 された ことで第一次土地ブームが起 こり、全国規模 で土地の買い占めが進行 し、約15

0万haの 森林が、ゴル フ場や別荘地 として転用 され る状況下か ら始まった といえる。

1)一1林 野行政全般の動向

この時期、1973(昭 和48)年2.月 に 「森林資源 に関す る基本計画」が初改定 され ている。

この改定では、旧来の木材 生産、人工林一辺倒 の森林資源計画か ら 「総合的な資源」 とし

ての森林資源整備計画へ転換 され た(野 口1993)。 当初 、森林の基本的機能 は、①木材生

産、②国土保全、③水源かん養 の3機 能が 中心 とされ 、観 光 レクリエーシ ョンが直接 あて

はま るカテ ゴ リーはなかったものの、保健保 安林 の指定の推進は当初か ら計画 に盛 り込 ま

れていた(山 下1981。 そ して、1980(昭 和55)年 に 「森林資源基本計画」 の改訂 が再び

行われ、森林 の機能が、①木材生産、②国土保全、③水源 かん養、④保健保全 の4機 能 と

され、森林観 光 レク リエーシ ョンが従前の3機 能 と同格に扱われ るよ うになった。ちなみ

に、保健保全機能 とは、 「人間の精神的 ・肉体的健康の維持増進に寄与す る機能及び 自然

環境 を保全 ・形成す る等の機能 を言 い、 目標 とす る森林構成は レク リエーシ ョン活動 に適

した森林その他に より構成 され、い こいの場及び行動の場 としての保健休養機能、 自然環

境保全機能、生活環境保全機能の3機 能 を含む(八 木1992-2)」 と定義 された。 さらに、

この時期 には、1984(昭 和59)年 に 「森林法」が改正 されて、森林整備計画制度 が創設 さ

れ、1982(昭 和57)年 には林野庁が 「森林浴構想」 を発表 している。



また、 自然保護 と観光 レク リエー シ ョン開発 との軋礫が、この時期 に各地で顕在化 し始

めた時期 でもあった。例えば、国会の場 でも、1974(昭 和49)年 に衆議院 で 「スーパー林

道の建設 中止を求 める請願」が採択 され てい る。

1)-2国 有林の観光 レク リエーシ ョン施策 の動向

この時期の、観光 レク リエーシ ョンに関わる国有林施策については、1970(昭 和45)年

に 「国有林野内に設置 され る駐車場の取扱 につ いて」が定められ、翌1971(昭 和46)年 に

は、 「国有林野 内に林間学校等 を設 ける場合 の取扱 について(46林 野管380)」 によ り、国

有林野内 に 「林 間学校」の設置が認 め られ るよ うになるな ど、1960年 代初頭 か ら引き続 き、

観光 レク リエー ションに関わる国有林の活用 に対す るルールが定 められてい く状況が続い

ていた。

また、1971(昭 和46)年 には、「国有林野の活用に関す る法律」が制定 された。 この法

律は、林業基本 法第4条 の規定の趣 旨に即 し、国有林野の所在す る地域にお ける農林業の

構造改善や、その他の産業の振興、または住民の福祉の向上のための国有林野の活用につ

き、国の方針 を明 らかにす ること等 により、その適正かつ円滑な実施の確保 を図ることを

目的とした法律であった。この法律の制定当初は、観光レクリエーション的活用について

の明記は されなかったが、おお よそ四半世紀の年月 を経た1998(平 成10)年 に、公衆の保健

に関す る森林の活用が同法に明記 され るこ とになった。

そ して、1972(昭 和47)年 には、 「レク リエーシ ョンの森の管理運営につ いて」が通達

され、自然休養林 な ど、それまでに行 われた国有林の レクリエー シ ョン施策 を統合 して 「レ

ク リエーシ ョンの森制度」が設 け られた ことが注 目に値す る。 同時 に、 「国有林 野経営規

定」が一部改訂 され 、 レク リエー シ ョンの森 の選定を、地域施業計画樹立の中で行 うこと

とされ、計画事項に 「国民の保健及び休養 の用に供す る国有林野」が追加 された。つま り、

この ことに より、国有林の管理計画の中に観光 レクリエー ションのための森林管理 が明文

化 されて位 置づ けられた といえる。 この流れ を うけて、翌1973(昭 和48)年 には、国有林

野経営規定が改定 され 「公益的機能 の維持増大」 と 「林産物の持続的供給」 とが国有林の

経営上同格 の 目的 として位置づ けられた。 この公益的機能の中には、観 光 レク リエーシ ョ

ンに相 当す る保健休養機能 が含まれている。また、同年 には、 「レク リエーシ ョン事業用

地使用料取扱要領(48林 野326)」 や 、「レク リエー ション森の管理経 営方針書作成要領(4

8林 野管173)」 が定め られ 、同事業 のため国有林野 を使用許可する場合の取扱 いについて、

営林局長宛 に通達が出 されている。 また、1974(昭 和49)年 には、地域施業計画 で施設敷

きを選定す る場合の留意点を挙げる 「レクリエーシ ョンの森施設敷 きの選 定について」が、

林野庁指導部長か ら営林局長宛 に通達 され ている。なお、1979(昭 和54)年 には、 「国有

林野事業改善実施方針」において、既 に92カ 所指定 した既存の 自然休養林はそのまま存続

させ るこ とに して、 さらなる自然休養林の新規指定を行わない とした。 ちなみ に、 この時

期には、1973(昭 和48)年 に国有林の施業方針 「新たな森林施業」が打 ち出 され、人工林

の拡大造林主体の施業のみな らず、公益的機能 を重視 した天然林施業へ と管理 目的が徐々

に移行 を始めた時期で もあ り、観光 レク リエー シ ョンに限 らず、公益的機 能を重視 した森

林施業が徐 々に市民権を得た時期であると考 え られ る。

また、国有林の管理運営の形態について も、 この時期にはい くつかの動きを見 ることが



できる。1975(昭 和50)年 には、 「総合森林 レク リエー シ ョン ・エ リア整備事業実施要領

(49林 野管338)」 が、林野庁か ら営林局長宛 に通達 されてい る。 これは、森林 レクリエー

シ ョン事 業の一環 として営林(支)局 長 が3,000ha以 上の区域 を総合 レク リエーシ ョンエ

リアに指定 し、営林局 ・第三セ クター等が共同 して施設 の総合的な配備 ・運営 を行 う事業

であった。

1978(昭 和53)年 には、 「国有林野事業改善特別措置法」によ り、森林観光 レク リエー

シ ョン施策 においても国民に対す るサー ビスや、農 山村地域の振興等 を考慮 して、地方 自

治体や民間事業体、第三セクターな どを活用 した施設整備 、事業運営が行 えるよ うにな り、

同年 の 「国有林野事業の改善に関する計画」によ り、 自主財源 の余力 を背景 に行われてい

た森林観光 レク リエーシ ョン事業が 「国有林野の果たすべ き重要な使命」の一部門として、

主体的 な位置づけ として採 りあげられ た。 また同年 に、 「貸付 ・部分林 ・共用林野等の取

扱 につ いて(54林 野管96)」 に もとづ き、 「レク リエーシ ョン事業用地使用料取扱要領」 を

定め、用地使用料 を 「地価方式」か ら 「収益方式」に改めは じめた。1982(昭 和57)年 に

は 「第三セ クター等 の活用 による多 目的森林 レクリエーシ ョン事業 の推進 について(57林

野管187)」 の通達 により、多 目的森林 レク リエーシ ョン事業が開始 され、第三セクターを

活用 した国有林 の事業が展開され るよ うになった。また引き続き、1983(昭 和58)年 には、

林野庁長官か ら営林(支)局 長宛 に「 部分林の積極的推進 について(58林 野管103)」 が通

達され、国有林 の活用による 「ふれ あいの森林づ くり」運動 を推進す るため、単に相手か

らの申込み を待 たずに、国が相手方 を積極的に募集す るようになった。そ して、営林(支)

局長 は対象地の選定、公示 を行った。 さらに、1983(昭 和58)年 には、「ふれ あいの森林

づ く り推進要領(58林 野業52)」 によ り、 山村 と都 市の市町村等が共同 して、国有林 内に

①部分林造林、②記念造林 ・体験林業、③ レクリエー ションの森な どの施設の造成 を行 う

こ とになった。1984(昭 和59)年 の 「国有林野事業の改善 に関す る計画」の中では、第三

セ クター方式を積極的 に活用 した森林 レク リエーシ ョン事業を収入の確保対策 として行 う

と同時に、 レク リエーション用地使用料 にっいて全面的に収益分収方式 を導入す るなど森

林 レクリエーシ ョン事業の相対的位置づ けが上昇 した。また同年 には 「貸 し付 け、部分林 、

共用林野等 の取扱 について等の一部改正 について(59林 野管333)」 によ り、 レク リエーシ

ョン事業用地使用料 の適用業種 に、索道業のほか、新たに販売業、飲食業、旅館業が加 え

られた。 さらに、1984(昭 和59)年 には、 「全国国有林 レク リエーシ ョン利用協会」が発

足 してい る(林 野庁業務第二課1985)。

国有林の利用者 に対する対応 については、1978(昭 和53)年 に、国有林野管理問題研究

会が発足 し、山菜ブームによる一般人の国有林野への入 山激増 に対処 を行 うことが話 し合

われている。また、1980(昭 和55)年 には、 「国有林野内にお けるスキー場の国土保全等

の点検について(55林 野管292)」 に より点検要領 が定め られた。

1)-3民 有林 の観光 レクリエーシ ョン施策の動向

民有林に対す る施策については、1970年 代 の初めは、観 光 レク リエーシ ョンに関わる森

林の各種調査が行われ、事業化 され た時期 であったと位置づけられ る。例 えば、1970(昭

和45)年 に 「保健保安林配備基本調査」が、1971(昭 和46)年 には 「大規模森林 レクリエ

ーシ ョン開発調査」が実施 されている
。 さらに、1972(昭 和47)年 には、 「保健休養機能



調査実施要領(47林 野計326)」 が林野庁長官か ら営林局長宛 に通達 され、そ こでは観光

レク リエー ションな どの多面的利用 を積極的に推進す るために森林 を調査 し、地域施 業計

画樹立の指針 とす る旨が明記 されてい る。加えて、1972(昭 和47)年 には、林野庁 「森林

の公益的機能計量化調査」が実施 され、その中で保健休養機能の評価額が算出 されている。

さらに、1980(昭 和55)年 には、総理府 「森林 ・林業 に関す る世論調査」 の結果 が発表 さ

れ ている。

上記の調査の うち、大規模森林 レク リエー シ ョン開発調査は、1972(昭 和48)年 に総合

森林 レク リエーシ ョンエ リア整備 と名称 を変更 し、同エ リアの適地選定 と基本計画調査 に

着手 した。 そ して、1973(昭 和49)年 に群馬 県武尊地域、岩 手県八幡平地域 で整備事業が

開始 された。 しか しなが ら、同事業は この2箇 所の整備 に とどま り、その後の発展 を見る

ことはなかった。

一方
、1971(昭 和46)年 に、国 ・民有の保安林を対象 に治山事業の一環 として開始 され

た 「生活環境保全林整備事業」は、後の観 光 レク リエーシ ョンのための森林整備 において

大 きな役割 を果たす ことになった。生活環境保全林整備事業は、都市の健 全な生活環境 を

守 った り、保健休養 の場を提供 して くれ る森林の中で、 とくに重要なものに対 して行われ

た。また、保安林については、1972(昭 和47)年 、保安林制度問題検討会によ り、ブロー

ニュの森や ウイーンの森 、フランクフル トの都市林 などのよ うに、良好な 自然環境 を有す

る相当面積 の健 全な森林 の保全形成を図 るため、保健保安林の配備 を積極 的に推進すべき

である とい う報告 がなされ、保健保安林の整備 が保安林全体の整備 の中で中心的役割 を担

うきっかけ となった。それ を うけて、1973(昭 和48)年2,月 に 「経済社会基本計画」が策

定 され る際、保健保安林の積極的整備 が盛 り込まれ、 さらに 「保健保安林指定要領(48林

野治2222)」 が定め られ、保健保安林 を全国で47万3千ha予 定 し、それ を推進す るた めに

要領 が設 けられ た。 また同年 には、 「ゴル フ場造成に係 る保安林解除 の当面の取扱 につい

て(48林 野治326)」 とい う通達が出 されている。

そ して1974(昭 和49)年 には、保安林整備臨時措置法が再度10カ 年延長 され た。 この延

長に際 しては、保健保安林 を計画的 かつ緊急に整備す ることを主 目的 としてい る。また、

同年 には 「第三次保健保安林整備計画」が策 定され、1977(昭 和52)年 度 にかけて全国218

流域 を対象 に保安林の拡充 ・整備が推進 され るようになった。1974(昭 和49)年 には 「生

活環境保全林買い入れ事業」が実施 され、都市近郊等 にあって、適正 に管理す る必要があ

る重要な民有の保健保安林については国の補助(補 助率三分 の一)で 、計画的に買い入れ

可能 となった。

1972(昭 和47)年 には、第二次林業構造改善事業が発足 し、その一環 として 「森林総合

利用促進事業(森 総事業)」 が進 め られた。 この結果、森林を憩いの場 として活用す るた

めに、林間歩道、林 間広場等 の基盤整備、修景施業等の風致施業の実施 に対す る助成 が可

能になった。第二次林構事業 によって、森林 レク リエーシ ョンや宿泊施設 を伴 う協業施設

が補助の対象 にされ るよ うにな り、第一号の計画 として岡山県奥津町な どが採 りあげ られ

た(山 下1986)。 その趣 旨は、「民有林 において、森林の林産物機能の調和 をはか りつつ、

森林の有す る保健休養機 能を十分 に発揮す るため、第二次林業構造改善事業を行 うことと

し、林間歩道 、林間広場、林間キャンプ場等 の施設 を整備す るとともに、花木植 栽、修景



施業等の風致施業を行い、国民の保健休養のための森林の整備を推進する」とある。 しか

し、当初の森総事業は、「国民経済の発展 と都市生活環境の悪化等を背景 とした森林の保

健休養機能発揮に対する国民的要請及び山村におけるの伸び悩みを背景として、林産物の

生産機能 との調整を図りつつ保健休養機能の発揮を図 り、森林の総合利用を推進すること

によって多面的な林業経営を行い、林業者 の所得の向上と就業機会の増大に期する(注:

アンダー ライ ンは筆者)」 とされていて、単なる市町村 民のための森林公園では補助 の対

象 にな らない とい う見解 であった(林 野庁森林組合課1989)。 また、第二次林構 では、事

業主体 がほ とん ど市町村等の自治体に限 られていたため、協業体が事業主体になることが

困難 であった。 そのため、シイ タケ組合 な どの地場産業 を活か した観光開発な どには必ず

しも効果 的である とは言 えず、「森林総合利用促進事業」 はやや もてあま し気味である と

い う不満 が当時 の文献で表明 されている(山 岸1979)。 しか し、後の1980(昭 和55)年 に

見直 された林業構造改善事業で、テニスコー ト、宿泊施設 、食堂な ど様 々な施設 を同事業

で整備で きるよ うにす るな ど体制が整 え られていって、観 光 レクリエーシ ョンの施設整備

事業 としての性格 をよ り強めていった。

そのほかに も、森林観 光 レクリエー シ ョンに関わる事業が、 この時期 にはい くつか行わ

れてい る。例 えば、1975(昭 和50)年 には、「青少年の森整備事業」が開始 され、1978(昭

和53)年 に 「二十一世紀の森整備事業」に引き継がれ、 さらに1986(昭 和61年 に 「体験

の森整備 事業」 に引き継 がれている。

都市林について も、1978(昭 和53)年 に 「都市周辺林整備計画作成事業」が実施 され、

都市環境の保全 と保健休養の場の確保が行 われている。 また、1984(昭 和59)年 に林野庁

通達 「第三セ クター等の活用による多 目的森林 レク リエー シ ョン事業の推進 について」に

もとづき 「都市近郊林緑化推進モデル事業」が開始 され、都市環境 の保全 と保健休養の場

の確保 が行 われている。

1)-4他 省庁や民間な どの動向

国際的 ・学術的な動向 としては、1980(昭 和55)年 にWTO(世 界観光機関)主 催の 「世

界観光会議」がフ ィリピン ・マニラで開催 され ている。 この会議では、「国家及び国際 レ

ベルでの観光開発 は、供給が慎重 に計画 され、高水準であ り、文化遺産、観光の価値並び

に自然 、社会及 び人間の環境 を保護 し尊重す るな らば、国民生活に積極的 に貢献す ること

ができる。そのためには、観光資源 の過剰利用 をさけ、諸国の芸術 と文化の遺産 を保護 し、

観光の教育的価値 を増進 し、及び動植物 の種を将来の世代のために保護す る努力 を強化す

べ し」とい う観光開発の理念及び行動 を示 したマニラ宣言が採択 され てい る。また1981(昭

和55)年 には、第17回 ユフ ロ(IUFRO)世 界大会 が我が国に誘致 され 、京都 で開催 され た。

そ して、ユフロの第6部 会 において森林 レクリエーシ ョンついて討議 が行われた。 この部

会においてROSな どの森林管理手法が我が国に紹介 された ことは序章で述べた とお りであ

る。

なお、 この時期の他省庁の動 向としては、1970(昭 和45)年 に労働省が 「勤労者 いこい

の村」 を、環境庁が 「国民休養地制度」 を、運輸省 が 「観光 レク リエー シ ョン地区事業」

を、 自治省 が 「レクリエー シ ョン都市」 を、文部省 が 「少年 自然 の家」 を開始 している。

また、環境庁が設立 された1971(昭 和46)年 には、農林水産省 に よる 「自然休養村事業」



や運輸省の 「青少年旅行村事業」が開始 され、 「自然環境保全法」が公布 され た1972(昭

和47)年 には 「大規模年金保養基地構想 」や、国土庁の 「新山村モデル事業」が開始 され

た。そ して、 「都市緑地保全法」が公布(翌 年施行)さ れ、 自然公園法が改正 されて普通

地域の規制が強化 された り公園事業か らゴル フ場が削除された1973(昭 和48)年 には、通

商産業省 が初の余暇 白書を発表 し、労働省 が 「野外趣 味活動整備事業」を、 自治省が 「レ

ク リエーシ ョンエ リア整備事業」を開始 してい る。

本章の前半で採 りあげた 「国土利用計画法」は1974(昭 和49)年 に公布 され、同年には

同法に基づ き 「森林法」が改正 されて林地開発許可制度な どが付 与され、また 「山村 と都

市共同の山村振興モデル事業」が開始 され ている。

さらに、1977(昭 和52)年 には、 「第三次全 国総合開発計画」 の策定や、 「緑 のマスタ

ープ ラン」制度 の開始が見 られ、翌1978(昭 和53)年 には、第1回 自然観察指導員講習会

が開催 されている。そ して、1980(昭 和55)年 には、「明 日香村 にお ける歴史的風土の保

存及び生活環境 の整備に関す る特別措置法」や 「特に水鳥の生息地 として国際 的に重要な

湿地に関す る条約(ラ ムサール条約)」 が公布 されてい る。

以上、この時期は高度経済成長 による経済発展 に伴い国民の所得が向上 してい く中で、

観光 レク リエー シ ョン活動が一般化 したため、観光 レク リエーシ ョンに関わ る森林管理施

策が総合的な観点か ら行われ るようになった。 そ して、1960年 代 までは どちらか とい うと

国有林施策に大 きな重点が置かれていたき らいがあった観光 レク リエーシ ョンのための森

林管理施策であったが、 この時期 には民有林に対す る施策も併行 して行 われ るようになっ

た。 しか しなが ら、 この時期のほ とん どの施策 は、まだ地域全体 を考慮 した観光 レクリエ

ーシ ョン事業、 あるいはラン ドスケープ構 造を考慮 した事業の展開になっている とは言い

難 く、計画性 を高 く意識 して内発的に施策が行 われ ている と言 うよ りは、む しろ外圧 に基

づ く対応型の施策スタイルが多いとい う状況 にあった と考 えられ る。

2)昭 和 戦 後 期 の動 向 そ の5(1980年 代 後 半 ～)

～ バ ブル 期 ・不 況 期 に お け る森 林 観 光 レク リエ ー シ ョン施 策 の 多 様 化 ～

1980年 代の後半か ら1990年 代 にかけての間は、1987(昭 和62)年 の 「第四次全国総合開

発 計画(四 全総)」、1988(昭 和63)年 の 「多極分散型国土形成促進法」の制定、そ して19

87(昭 和62)年 の 「総合保養地域整備 法(リ ゾー ト法)」 に象徴 され るよ うに、いわ ゆる

バブル経済 とい う未曾有の好景気の影響 を受 けて、我が国の国土が大 きく改変 された時期

か ら始 まった。 この時期 は、民間な どの金融資本が活用 された結果 、1970年 代前半に続き

「第二の土地 ブーム」をよんだ。そ して、森林観光 レクリエー シ ョンは、 リゾー ト法で提

唱 された民間活力の利用(民 活)な どを具体的な手法 として、国の政策 と連動 した総花的

な観光 レクリエーシ ョン開発 の一環 として推進 された と位置づけ られ る。それにな らい、

森林観光 レク リエーシ ョンに関わ る林野事業 も、 この時期には目白押 しで展開 され るよう

になった といえる。詳細は以下 に述べ るが、この時期は、単年度 中に複数 の観 光 レク リエ

ーシ ョンに関わ る林野施策が展開 され ることが、当た り前になった時期である。

しか しながら、1990(平 成2)年 末のバ ブル経済の崩壊に ともない、我 が国では長い経



済的低迷期 を迎えることになった。そ して20世 紀が終わるまで、つま り1990年 代の間はず

っ と、 と うとうその低迷期か らは抜 け出せ ないままの状況が続いた。バブル経済の崩壊 に

よる経済状態の変化 をうけて、1993(平 成5)年 には、「総合保養地域整備研究会」が 「今

後 の リゾー ト整備 のあ り方」を発表 し、リゾー ト法 自体の見直 しこそ行わなかったものの、

巨大な資本 を投 下す る開発 主体型 の リゾー ト開発か ら脱却 し、①国民のための リゾー ト、

②地域 のための リゾー ト、③新たな国土形成におけるリゾー トとい う理念 を明確 に し、そ

のた めの体制強化が必要であると提言 した。そのよ うな開発型 の観光 レク リエーシ ョン施

策 を改める考え方は、5全 総にあた る1998(平 成10)年 の 「21世紀国土のグラン ドデザイ

ン」に も引 き継がれ ている。

また、1990年 代後半は、地方分権 に対す る国民の世論 が高まった時代で もあ り、1999(平

成11)年 に 「中央省庁改革関連法」や 「地方分権一括法」が制定 され てい る。

2)-1林 野行政全般 の動向

この時期 は、林野行政全般 の動きの中で、観光 レクリエーシ ョンに関わる施策が林野行

政の前面に比較的現れ るよ うになった と考え られる。例 えば、1987(昭 和62)年 に 「森林

資源 に関す る基本計画」が改訂 され 、森林 の機能分類で一括 されていた保健保全機能が、

①生活環境保全機能 と、②保健文化機能に分 け られ、観光 レク リエー シ ョン機能の施策的

独立性が一段 と高まった。つ ま り、従来か らの観光 レク リエーシ ョンの場 としての利用に

加 え、森林浴の場 としての利用、ライ フスタイル の変化に伴 うア ウ トドアライ フの舞台 と

しての利用、教育の場 としての利用な どの、保健 ・文化 ・教育的な面 も合わせた森林空間

の総合的 な利用 が林野施策で一層重視 され るよ うになった。そ して、 この年には、 「(社)

全国森林 レク リエーシ ョン協会」が発 足 してい る。

さらに、 この流れ をうけて、1989(平 成元)年 に、第116回 臨時国会で 「森林の保健休

養機 能の増進 に関す る特別措置法」が可決 され た。本法のね らいは、

①保健休養 の場 として適 している森林 の利 用を森林法に定 める森林計画制度の中に位置づ

け、森林計画制度に基づき森林所有者 が森林 施業計画の中に森林の施業に加 えて施設の整

備について盛 り込む ことができるよ うに して、両者 を一体的に進めるよ うにす ること。

②施設 の整備は施設面積 を総量規制 によ り規制 し、さらに個 々の施設 についても公益的機

能を損な うことがない よう技術的基準 を定めて規制すること。

にあった(林 野庁企画課1989)。 国策 の流れ全体を見 ると、上述 の通 り、同法の成立に先

立つ こ と2年 、1987(昭 和62)年 には 「総合保養地域整備法(リ ゾー ト法)」 が公布 され

ている。 リゾー ト法では、同法で定 める 「重点整備地区」内の森林の うち、特定施設の設

置、利用等 に関連 して保健休養機能の発揮が必要 とされ る森林については、保健保安林の

指定及び整備 を積極的に進 めることが明記 されていた。また1987(昭 和62)年 の 「日本電

信電話株式会社(NTT)の 株式の売却収入 の活用による社会資本 の整備 の促進に関す る特別

措置法(社 会政策特別措置法)」 の制定に よ り、NTT株 式の売却益 を民活事業 に融資す る

根拠が整い、多額の資金が リゾー ト開発 に振 り向けられる基盤が整 った。 そのよ うな流れ

を うけて、 「森林 の保健休養機能の増進に関す る特別措置法」では、



①農林水産大臣が、森林の保健休養機能に関す る基本方針 を定め、 これに もとづき全国森

林計画 ・地域森林計画の手直 しを行 い、

②森林所有者は森林施業計画の一環 として、森林の保健休養機能の増進を図るための計画

を当該森林施業計画の全部 または一部 として定めて、都道府県知事の認 定を求めることが

できる。

とされ た。つま り、同法に より、森林の観光 レク リエーシ ョン施策 が、民有林施策におい

ても手続 き上明確に森林計画の計画事項 の遡上 に載せ られ ることになった。実際 には、対

象 となる森林 は、増進法によ り指定 された森林 に限 られ、国内の計画対象森林全体 と比較

す ると、 ごく狭い範囲 といわざるを得ないが、保健機能森林 として森林計画に明記 され る

こと事実が重要であると考 え られ る。

なお 、この計画は、森林施業 と小規模な施設の整備 とを有機的 に組み合わせ て レク リエ

ーシ ョン利用 の効果 を高めよ うとす る内容なので、観光 レク リエー シ ョン的利用の前提 と

して、森林保全の見地か ら、林地開発や立木伐採に関する技術的基準が定 められていて、

それ に従 うことが知事の認定用件 となっていた。そのため、 この制度で認定を受けていれ

ば、この計画 に従 って実施 され る林地開発や立木伐採については、森林法に定 める一般的

な開発許 可の対象 か ら免 除 され ることになった(半 田1990)。 また、 この増進法を円滑に

推進す るために、1989(平 成元)年 に林野庁では 「森林 の保健機 能増進 に関す る技術基準

研 究会」 を発足 させ、1990(平 成2)年 には 「森林の保健機能 の増進 に関す る特別措置法

施行令(政 令113)」 を公布 した。そ して、増進 法施行令の2条2項2号 「政令で定める施

設(公 衆用の森林保健施設)」 では、保健施設 を①休養施設、②教養文化施設 、③スポー

ツまたは レク リエーシ ョン施設、④宿泊施設、⑤それ らの利用上必要な施設の5施 設であ

ると規定 した。 また同年 には、「森林 の保健機能の増進 に関する特別措置法」3条1項 に

もとづ く基本方針が策定 され 、保健機能森林の設置指針、施業の指針、施設整備 の指針 な

どが定め られた。

なお、同法にも関連 して、1990(平 成2)年6月 には、 「保安林及び保安施設地区の指

定 ・解 除等の取扱いについての一部改正並びに保安林転用 に係わ る解除の取扱要領の制定

及び開発行為の許可基準の運営細則 についての一部改正について(2林 治1868)」 がだ され、

保安林転用許可、林地開発許可制度の基準等が改訂 された。特に転用解 除に係 わるゴル フ

場やスキー場な どの開発では、残すべき森林の割合 が5割 から7割 に引き上げ られ るなど

の土工量の改正があった。

このよ うに、華々 しい展 開が期待 された リゾー ト法お よび増進法ではあった ものの、19

90(平 成2)年12月 にバブル経済の崩壊が訪れ、それ以降 は資金難な どによる リゾー ト開

発の縮小 ・撤退が相次 ぐ結果 となった。また、分権化の推進に ともない1998(平 成10)年

には、 「森林法等 の一部 を改正す る法律」が公布 され、それ にともない 「森林の保健機能

の増進に関す る法律」 も改正 された。そ して、市町村が市町村森林整備計画を変更 ・作成

す るとき、保健機能森林 の区域 、森林保健施設の整備 に関す る事項を追加 して定める とさ

れた。つま り、森林計画における観光 レク リエーシ ョンに関わる事項を定める主体が都道

府県か ら市町村へ移 されたわけである。ただ し、森林保健機 能増進計画 を市町村長が認定



す るときには、知事の同意が必要であるとされたた め、市町村が主体 とはいえ都道府 県の

関与が完全 にな くなったわけではない。

なお、この時期は、バブル経済 の衰勢の一方で、森林の多面的機能 を重視 した森林 管理

システムの見直 しや、国有林の赤字、あるいは国内林業そのものの不振に対処す るため、

1991(平 成3)年 に森林法が改正 され、 「森林 の流域管理 システム」 の確 立 と森林立地 の

管理保 全の強化 を行い、「国有林の地域別 の森林計画」や 「特定森林施 業計画」制度 を創

設 した り、1996(平 成8)年 にいわゆる 「林 野三法」が施行 され てい る。また、1997(平

成9)年 には、林政審議会 の答 申 「林政の基本方向 と国有林野事業の抜本的改革」によ り

国有林野組織 の簡素化 ・合理化 が行われた時期 で、1998(平 成10)年 に 「国有林野事業改

革特別措置法」や 「国有林野事業の改革のための関係法律 の整備 に関す る法律」が制定 さ

れている。

さらに、1999(平 成11年 には、森林の多面的機能 を発揮 させ るための森林 の管理経営

を重視 した政策に転換を念頭 に、林野庁が 「森林 ・林業 ・木材産業基本政策検討会」 を設

置 し、2001(平 成13)年 の 「森林 ・林業基本法」の制定へ とつながってい る。

2)-2国 有林 の観光 レクリエーシ ョン施策の動向

国有林の林野施策 として も、 この時期観光 レクリエーシ ョンに関わる多数 の事業が展開

されている。まず始 めに、1985(昭 和60)年 に 「ふれあいの郷整備モデル事業の実施 につ

いて(60林 野業-102)」 にも とづき、国有林 で 「ふれ あいの郷整備事業」が開始 された。

この事業 は、営林(支)局 長が公募 を行 い、契約 によ り分収造林や分収育林 による森林づ

くりに参加 して もらうと同時 に、国有林野内 に滞在用地施設の貸 し付 けを行 う制度であっ

た(林 野庁業務第一課1989)。 つ ま り、①分収造林 または分収育林、②滞在用施設 「森林

の家」建築用の用地貸 し付 け、③森林 の家の建築部材 の販売か らなる事業 で、都市山村交

流が 目的 とされ てい るが、国有林野事業 における木材価格の低迷、伐採 量の低 下により、

国有林野改善計画が推 し進 められ る中で、森林観光 レク リエーシ ョン事業が収益確保 の一

環 として射程 に入れ られ るよ うになったことが、この事業が開始 され たきっかけでもある。

翌年 の1986(昭 和61年 には、林政審議会が 「林政の基本方向」を報告 し、「文化 ・教

育的利用、 レク リエー ション的利用、森林 の農林一体的利用」等への取 り組みが示 され、

森林 の総合利用のための森林整備の重要性 が採 りあげ られ た。 そ して、同年の 「国有林野

事業 の改善 に関す る計画の改定 ・強化 につ いて(中 間報告)」 で、国有林野の機能別分類

案が提示 されている。 この案における国有林の分類内容 は8種 類で、木材生産林、国土保

全林、 自然保護林 、里山林、都市近郊林、 レク リエーシ ョン林、 自然教育林 であ り、観 光

レク リエーシ ョンに関わる森林 が独立 したカテ ゴリー として計上 され ていた。

また、 さらに1986(昭 和61)年 には、国有林 を対象に 「レク リエー シ ョンの森整備 モデ

ル事業(61林 業 二130)」 が開始 されている。 これは 自然休養林等の 「レク リエー シ ョンの

森」の利用者に協力 を求め、森林 ・利用施設の整備 ・環境美化 を行 う事業であった。 ここ

で言 う 「協力」とは、利用者か ら自主的に拠 出 される資金 、つま り 「森林環境整備協力金」

を指 し、観光 レク リエーシ ョン施設や環境の整備のための経費の一部 を、利用者 に負担 し

ても らう制度 が開始 された訳である。なお、 この制度は1992(平 成4)年 に、「森林環境

整備 協力金制度」に引き継 がれ、 さらに1996(平 成8)年 には 「レク リエーシ ョンの森 に



おける森林環境整備事業(森 林環境整備推進協力金)」 に発展 した(業 務第二課 ・国有林

野総合利用推進 室1996)。 また、1986(昭 和61年 にレクリエーシ ョンの森 な どに、個人

が記念植樹 を行 うな どの 「森林空間総合利用事業」が開始 された。 この事業 は翌年 、「森

林 とのふれ あい環境整備対策事業」 として再 出発 し、1991(平 成3)年 まで行われた。

1987(昭 和62)年 には、「森林空間総合利用整備事業 の実施について(62林 業二27)」 に

基づ き、 「森林空間総合利用整備事業」いわゆ るヒューマ ン ・グ リー ン ・プ ランが開始 さ

れ た。 ヒューマン ・グリー ン ・プランでは、 「国有林野 の中の 自然景観 が優れ 、野外スポ

ーツに適 した森林空間お よび温泉資源等を積極的に国民の利用に供す ることとし、民間事

業体の能力 を活用 しつつ、野外 スポー ツの場、自然 とのふれあいの場、青少年の教育の場、

保養の場 、森林づ くりや体験林業 の場等の総合的 な整備 と森林の整備 を一体的に行 う(林

野庁1987,林 野庁業務第二課1989)」 とされ てい る。また、 これ に関連 して、1988(昭 和6

3)年 には、 「森林空間総合利用整備事業にお ける レクリエーシ ョン車道 の整備 について(6

3林 野業二179)」 が、林野庁長官か ら各営林(支)局 長宛 に通達 された。 この通達では、

ヒューマ ン ・グ リーン ・プランにおいて整備す るア クセス道路の構造 、管理 、費用負担な

どを定めている。

1988(昭 和63)年 には、林野庁 の私的諮 問機 関 「林業 と自然保護に関す る検討委員会」

が報告書 をま とめ、林野庁長官 に提出 してい る。 この報告書では、当時知床 の森林伐採問

題な どで世論 として高まっていた自然保護 の重視 を打 ち出 し、原生的 自然環境保全のため

「森林生態系保護地域」を設けるな ど、国有林 の保護林制度 を大 きく改革す るきっかけと

なったこ とに特徴がある。 この保護林制度の改定によって、保護林の種類は、①森林生態

系保護地域、②森林生物遺伝 資源保存林、③林木遺伝資源保存林、④植物群落保護林 、⑤

特定動物生息地保護林、⑥特定地理等保護林 、⑦郷土の森 の7種 類 となった。観光 レク リ

エーシ ョンの観点か らは、保護林に森林生態系保護地域が設定 され原生的な森林にお ける

エ コツー リズムが注 目を浴 びると ともに、「郷土の森」の概念が導入 された ことが注 目に

値す る。 「郷土の森」 とは、国有林 において、地域 における象徴 としての意義を有す る等

によ り、森林 の現状の維持について地元市町村の強い要請がある森林 を保護 し、併せて地

域の振興に資す ることを 目的 として、地元市町村 と 「郷土の森保存協定」を結んで設定す

る保護林である。つま り、保護林の対象に観光 レク リエー ションな どに よる地域振興 とい

う施策 目的が位 置づ けられた といえる。

また、1989(平 成元)年 には、 「森林ふれあい推進 事業(元 林野業二147)」 が実施 され

た。 この事業では、森林 とのふれあいを希望す る者 を募集 し、加入費 ・参加費を取 って各

種イベ ン トが実施 された。その一環 として、「森林倶楽部」が発足 した。森林倶楽部 とは、

森林 とのふれあいを通 じて 自然 と親 しみ ・遊び ・学ぶ喜び を味わって もらうことを 目的に

始 め られ た制度 で、現在で も全国各地で活動 を展開 してい る。

1990(平 成2)年 には、5月 に国有林の 「レクリエーシ ョンの森」の地種区分 が変更さ

れ 、① 自然観察教育林、②森林スポー ツ林、③野外スポーツ地域、④風景林、⑤風致探勝

林 、⑥ 自然休養林 、⑦ レク リエー シ ョンの森施設敷の7種 類の区分体系 となった。そ して、

8月 には、 「今後の林政の展 開方向 と国有林野 の経営改善」が公表 され 、国有林の機能分

類 について言及 され、1992(平 成4)年 に、上記7項 目であった レク リエー シ ョンの森が、

① 自然休養林、② 自然観 察教育林、③森林スポーツ林、④野外スポーツ地域、⑤風景林、



⑥風致探勝林の6種 類に再編 されている。 また、 この年か ら 「森林利用ガイ ド事業」が行

われ、高尾森林 センターなど全国の森林センター等でのガイ ド事業が実施 された。

1991(平 成3)年 には、上述の森林法改正 に伴い、国有林野経営規定が改定 され、森林

が重点的 に発揮すべ き機能 にもとづいて区分 を行 うとい う国有林野の機 能類型 が行 われ

た。 ここで定め られた機能類型は4種 類で、①国土保全林、② 自然維持林 、③森林空間利

用林、④木材生産林であ る。 この類型 では、 「森林 レク リエーシ ョン等国民の保健 ・文化

的利用を第一 とすべ き国有林野」は森林空 間利用林 として位置づけ られることになった。

また、1999(平 成11)年 には、国有林の 「緑のオーナー」の一般公募 を今年度 は取 りや

めることが発表 されている。

2)-3民 有林の観光 レク リエー シ ョン施策 の動向

民有林 の施策 としては、1987(昭 和62)年 か ら1991(平 成3)年 にか けて、「体験 の森

整備事業」が実施 された。 「体験の森整備事業」 とは、保水機能や温暖化現象の原因 とな

る二酸化炭素の固定機能な ど、森林の役割 を、人の暮 らしとのかかわ りを通 じて学び、体

験するための施設整備 などを行 う事業である。また、この事業 は、比較的交通の便がよく、

人工林 をは じめさま ざまな森林がある地域 に幼児か ら高年齢層 の人たちまで気軽に出かけ

て学習 できる 「体験 の森」を整備 し、視聴覚教材な どを用いて、施設 で森林 ・林業 ・林産

物の役割を体系的に学習す るとともに、野外でも実際に体験す ることな どによって これ ら

に対す る理解 を深 め、国民の意識の高揚 を図 ることにより、森林 ・林業及び林産業の活性

化に資す るものであった(林 野庁研 究普及課1989)。

1988(昭 和63)年 には、 「広域森林総合利用基盤整備 プロジェク ト実施 要領(63林 野計2

43)」 が開始 され た。 この事業は、NTT関 連事業 の一つで、総合保養地域整備法の特定地

域、森林空間総合利用地域等の周辺で林業地域総合整備、予防治山、造林の3事 業を行 う

とされ ていた。 さらに、1988(昭 和63)年 には、地域活性化緊急プ ロジェク トの一環 とし

て環境林整備事業 が行われ、市街地や集落の周辺林で整備 が遅れているものを対象 に、修

景植栽や林道 ・歩道の開設 を行い、生活環境 の保全、保健文化的利用並びに木材 生産 を促

進す る とい う事業が行われている。そ して、1989(平 成元)年 には、 「全国緑の少年団連

盟」が設 立 され 、 「森林 と湖 に親 しむ週間」 で、全国のダム湖周辺 の森林等330カ 所 でコ

ンサー トな どが実施 されている。

1990(平 成2)年 には、 「森林イ ンス トラクターの知識お よび技能 の審査 ・証明事業の

認 定に関す る規定(農 林水産省告示第1563号)」 が制定 され 、「森林イ ンス トラクター資

格認定制度」が創設 された。全文11条 か らなるこの規定では、 「森林イ ンス トラクター と

は森林を利用す る一般の者に対 して、森林及び林業に関する知識 の付与や森林の案内なら

びに森林内での野外活動の指導を行 う者」 と定義 し、認 定審査や証明事業 を行 う公益法人

を農林水産大 臣が認定す る とされ た。そ して、1991(平 成3)年 の、 「森林イ ンス トラク

ターの知識及び技能の審査 ・証明事業 を認 定す る件(農 林水産省告示1157)」 により、同

事業について(社)全 国森林 レクリエーシ ョン協会が認定機関 とされ、認定審査の結果、

我が国初の 「森林イ ンス トラクター」資格試験合格者49人 が誕生 した。

1991(平 成3)年 には、「林業山村活性化林業構造改善事業(活 性化林構)」 が始ま り、

その一環 として 「緑 のアメニテ ィ整備事業」が実施 され た。また、林野庁の 「森林都市に



関す る検討委員会」 が報告書 をま とめ、 「森林都市構想 」が提唱 され 「(社)森 林都 市づ

くり研究会」が発足 した。 さらに、「健康 とゆ とりの森整備事業計画 の作成につ いて(3林

野造410)」 に基づ き同事業が開始 された。

1992(平 成4)年 には、「森林(も り)の 学校総合整備事業」が開始 され 、1996(平 成

8)年)ま で継続 した。また、林野庁によ り 「全国の湧 き水調査」が実施 され、1995(平

成7)年 には、林野庁 によ り 「水源の森100選 」が選定 ・公表 されている。

そ して、1992(平 成4)年 の農林水産省 「美 しいむ らづ くり特別対策推進要綱(4構 改C4

06)」 に基づ き、1994(平 成6)年 に 「新 ・美 しい森林む らづ く り特別対策実施要領 」が

策定 され、林野庁長官か ら知事宛 に通達 され た。 また、1995(平 成7)年 には、 「緑の基

金 による森林整備 等の推進 に関す る法律」が制定 され ている。

さらに1996(平 成8)年 には、 「ファ ミリー の森林づ くりモデル事業実施要領(8林 野計

93)」 に基づ き同事業が開始 されて、都市住民が契約 によ り山村 に保有す る森林(フ ァミ

リーの森林)の 計画策定や、その計画にもとづ く造林、林道事業を実施で きるよ うになっ

た。

1999(平 成11年 には、林野庁 により 「森林総合利用施設 におけるユニバーサルデザイ

ン手法検討会」が設置 され、ガイ ドライ ンをまとめ、林野庁長官 に提出 している。

2)-4他 省庁や民間などの動向

この時期の、他省庁で林野施策に関連す る動向 としては、まず総理府 によ り各種の世論

調査 が行われている。総理府 は、1987(昭 和62)年 に 「緑 と木 に関する世論調査」の結果

を、1991(平 成3)年 に 「自然の保護 と利用に関す る世論調査」の結果 を、1992(平 成4)

年に 「森林 と生活 に関す る世論調査」の結果 を、1999(平 成11)年 に 「森林 と生活 に関す

る世論調査」の結果 を公表 している。

この時期 は、農林水産省本省で も観光 レク リエー ションに対す る動 きが活発 となった時

期で、1992(平 成4)年 に農林水産省 が 「新 しい食料 ・農業 ・農村政策 の方向(新 農政)」

を発表 し、1993(平 成5)年 には 「山村で休暇を」特別対策が開始 されている。 そ して、

1995(平 成7)年 には、 「農産 漁村滞在型余暇活動のための基盤整備 の促進 に関す る法律

(農 山漁村余暇促進法)」 が公布 され、同年に 「緑 とのふれあいの里特別対策事業」や 「農

林漁業体験民宿制度」が開始 された。また農政その ものについて も抜本的見直 しがあ り、

1999(平 成11)年 に 「食料 ・農業 ・農村基本 法」が公布 ・施行 されている。

また、環境庁 については、1989(平 成元)年 に 「自然環境保全審議会 自然公 園部会利用

のあ り方検討小委員会」が、「自然公園の利用 とあ り方について」を環境庁長官に提 出 し、

自然公園の地域 を、その利用 区分から野生体験型、 自然探勝型、風景鑑賞型、 自然地保養

型 に4類 型 に区分 した。 また、同 じ年には、「第4回 自然環境保全基礎調査 ・巨樹巨木調

査 の結果(速 報)」 を公表 してい る。1990(平 成2)年 には、 ゴル フ場の乱立 を うけて、

「国立公園普通地域 におけるゴル フ場造成計画 に対す る指導方針(環 自保343)」 が 自然保

護局長か ら知事へ通達 され、残存すべき自然樹林地 の面積比率な どの基準 を示 している。

さらに1993(平 成5)年 には、「環境基本法」が公布 ・施行 され、1995(平 成7)年 には、

自然環境保 全審議会 「自然 とのふれあいのあ り方」 を答申 している。

建設省関係では、1997(平 成9)年 に 「河川法」が改正 され 、河川管理者 が堤防または



ダム貯水池に沿 って設置 された建設省令で定める帯状の森林である 「樹林帯制度」を制定

した ことが注 目に値す る。また、省庁横断的 なもの として、1992(平 成4)年 に、 「世界

文化遺産および 自然遺産 の保護 に関す る条約」が ようや く我が国でも批准 ・公布 され た。

それ にともない、林野庁 ・文化庁 ・環 境庁 は、 この世界遺産条約 に基づ く世界遺産の推薦

物件 として、 自然遺産 に 「屋久島(鹿 児島県)」 と 「白神 山地(青 森 ・秋 田県)」 を、文

化遺産に 「法隆寺地域 の仏教建造物(奈 良県)」 と 「姫路城(兵 庫県)」 を決定 した。 そ

して、1994(平 成6)年 には、「白川郷(岐 阜県)」 及び 「五箇山(富 山県)」 の合掌造 り

集落が、世界遺産登録の推薦候補地 とされ 、1995(平 成7)年 に正式決定 され るな ど、世

界遺産指 定の動 きは現在 も活発である。 これ らの世界遺産は、その後エ コツー リズムやカ

ルチ ュラル ・ツー リズムの対象 として観光的価値 が高ま り、それに対応 した森林管理が求

め られ るこ ととなった。

国際的 な観光 レク リエーシ ョンの動向 としては、1990(平 成2)年 にカナダ ・バ ンクー

バーでGlobe'90が 開催 され、持続可能 な観光開発の定義 を、「文化 の高潔 さ、本質的な生

態系のプロセス、生物多様性、生命維持 システムを保護 しなが ら、私たちが経済的 ・社会

的 ・美的必要性 を満たす ことができるような方法ですべての資源管理 を導 くもの」とした。

そ して、1994(平 成6)年 、大阪で世界観光大臣会議 が開催 され 、持続可能な観光を実現

させ ることが21世 紀の観光の基本的方 向 と宣言 した 「OSAKA観光宣言」が採択 されている。

また、1992(平 成4)年 には、ブ ラジルの リオデジャネイロで、地球サ ミットが開催 さ

れ、 「持続可能な発展」が全世界的なキー ワー ドとして採 りあげ られ、それ にともない我

が国で も1995(平 成7)年 に、「温帯林等 の保全 と持続 可能な経営の基準 ・指標 に関す る

国際作業 グルー プ(モ ン トリオールプ ロセ ス)」 に参加 して、多面的見地 か ら見た持続可

能な森林管理 について本格的な対策 を始め るようになった。また、1993(平 成5)年 には、

中国北京で第1回 東アジア国立公園保護地域会議が開催 され、エ コツー リズムについての

検討 を行 ってい る。 そ してエ コツー リズム を 「環境 に配慮 した旅行の推進、又は旅行者が

生態系や地方文化に対す る著 しい悪影響 を及 ぼす ことな く自然及び文化地域を訪れ 、理解

し、鑑賞 し、楽 しむことができるよう施設及び環境教育を提供す ること」 と定義す ること

にした。

また、国内の民間の動 きとしては、1986(昭 和61年 に 「緑の文明学会」が 「森林浴 の

森 百選」 を発表 したことや 、乱開発 に対抗 して1988(昭 和63)年 に 「ゴル フ場問題全国連

絡協議会」が発足 した こと、1994(平 成6)年 に 日本 自然保護協会(NACS-J)がrNACS-Jエ

コツー リズムガイ ドライ ン」 をま とめ るたこ と、同年超党派の国会議員80余 名 に より 「森

と巨木をたたえ る議員の会」が設 立されたこ とな どが挙 げられ る。

以上ま とめると、 この時期 に行 われた観光 レク リエー ションのための森林管理施策 は非

常 に多様化 し、一言ではま とめることが困難なほ ど観光 レク リエー シ ョンに関わる各種事

業が展開 され るようになった時期 である と考 えられ る。そ してそれ ら事業 の内容 は、 この

時期の前半は、 リゾー ト法や増進法に象徴 され るよ うな、民間活力や 民間資本 を活用 した

開発型 の観光 レク リエーシ ョン事業がいわ ゆるバブル経済の影響 下で展開 され た。一方で

その後1990年 代 の景気低迷 にともなって、開発型の事業か ら持続可能 な観光、あるいは持

続可能 な森林管理 を念頭においた観 光 レク リエー ション施策へ と質的な変化 を遂げていっ



た。また、この時期には、1980年 代後 半か ら国民的話題 となった林業 と自然保護 との論議、

林業 の低迷や国有林の赤字経営の問題 、地方分権化 に向けた動きなどが顕在化 したため、

観光 レク リエーシ ョン的な森林管理について も、持続可能な森林経営を念頭において、計

画的 な森林管理 を地方分権化のもとで行 う体制が整 え られ始めるよ うになっていった。

(2)総 括

以上、18世 紀後半か ら20世 紀 にかけて、つ ま り明治時代の幕開 けか ら平成バブル後の不

況時代にかけての、我が国の観光 レク リエー シ ョンのための森林管理施策 の動向について

とりまとめてきた。

改 めてここで明治以降20世 紀終わ りまでの、近代観 光 レクリエーシ ョンのための森林管

理の施策 の動向を総括す ると、大 きく8期 にま とめ られ ることが明 らかになった。つ ま り、

1.明 治維新に より我 が国では近代的森林管理が幕 を開け、2.大 正期 には保護林制度が誕生

す るな ど観光 レク リエーシ ョンに関わ る森林管理施策 が安定を見せ 、3.昭 和初期 には観光

レク リエーシ ョン施策の絶頂期を迎 えたものの第二次世界大戦による中断 を余儀 な くされ

たこと、そ して戦後に入 り、4.1950年 代後半頃までは林政そのものの復興 にあて られたた

め、5.森 林観光 レク リエー シ ョン行政の胎動が見 られ たのは1950年 代の終わ りか ら1960年

代半ばにかけてであった こと、 さらに、6.1960年 代半ばか ら後半にかけて、国有林 を中心

に、総合的な観光 レク リエーシ ョン施策の基盤 が整備 され ていき、7.1970年 代 か ら1980年

代半ばにかけて、国有林 ・民有林 を問わず に森林観光 レク リエー シ ョン施策の展開が見ら

れ るようにな り、8.1980年 代後半か らは、バブル期 における民間主導の開発型施策、不況

期にお ける非開発型の施策 と様相 を変化 させ なが らも、森林観光 レクリエーシ ョン施策の

著 しい多様化が進 んできた と要約できる。 また、林野施策 として観 光 レク リエー ションの

ための森林管理施策が主体的 に行われ るよ うになったのは、上記8期 の うち、第7期 、つま

り1970年 代頃か らであることが指摘 できた。

そ して、各年代 ごとに行われた施策が どのよ うな特徴 を持っているかを 「観光 レク リエ

ーシ ョンのための森林計画」 とい う観点か らマ トリクスにま とめたものを、図2-5に 示

す。

図2-5を 参考 に、明治期以降の施策的歴史の流れを辿 ると、林野施策全般にお ける観

光 レク リエーシ ョン施策は、明治期 に開始 された近代的森林管理 の中でも位置づ けられて

はい る。特 に、保安林制度 によ り風致保安林や衛生林 が位置づけ られたこ とを鑑み ると、

近代的森林管理施策 を開始 した当初か ら、観 光 レクリエーシ ョンの目的 で森林 を管理す る

とい う考 えが明治政府にあった ことは間違いない。 しか しなが ら、明治期後半(40年)の

森林 法改正による木材産業 中心化 によ り、林野施策 としては、その後す ぐに、観光 レク リ

エーシ ョン施策は、木材生産の副次的位置づ けに定められた と考 えて間違 いないであろ う。

この状況 は、戦後になって、1964(昭 和39)年 の 「林業基本法」の制定 に引き継がれ、木

材生産 を中心 とした林野施策システムが完成 した。つま り、制度的には木材生産型を中心

に据 えた林野行政が明治以降長い間行 われた現実は否定できない。

ただ し、その間一貫 して、一般国民の森林 を活用 した観光 レク リエーシ ョンの気運は高



く、明治期 から始まったアル ピニズムやスキー、植物採集 などが広 く浸透 したため、林野

庁 としては、外圧的 な要因か ら観光 レク リエー ションに配慮 した施策 を行わな くてはなら

ない状況 が生 じた と考え られる。

林野の内発的 な動向 としては、上述 の保安林制定(明 治期)や 保護林の制定(大 正期)

な ど、独 自に観 光 レク リエーシ ョンのために森林管理施策 を展 開 した場合 もあるが、昭和

初期 の国立公 園制度 の制定、1966(昭 和41)年 の科学技術庁 による勧告 、1987(昭 和62)

年の リゾー ト法な ど、他省庁に端を発す る観光 レク リエー シ ョンの動 向に対す る施策的対

応 が比較的多かった。そのため、我 が国の戦後の観光 レク リエー ションのための森林管理

施策は、登 山のための避難小屋の設置や国設スキー場の開設な ど、観光 レクリエーシ ョン

を総合的 な見地 か ら見据 えて計画的に行 う事業 とい うよ りは、個別具体的な観光 レク リエ

ーシ ョン活動に対 して対処療法的な施策を行 うとい うものか ら始まった感 は否めない。

また、その後 の施策内容についても、森林イ ンス トラクターやユニバーサルデザイ ンな

どソフ ト面での森林観光 レク リエー シ ョン施策の充実が見 られ るよ うになった点は特筆す

べ きものが あるが、観光 レクリエー シ ョン地域における森林 とい う土地 ・空間の管理計画



図2-5観 光レクリエーションの観点から見た嚢林管理の施策史

とい う面に限って考 える と、国有林の 自然休養林や レク リエー シ ョンの森制度、あるいは

民有林の生活環境保 全林制度や第二次林構な ど、地域 を限定 し、 さらに周囲の他 の土地利

用 とは独立する形で、観光 レク リエーシ ョン的森林管理 を行 うとい う方式が、依然主体的

な位置を占めてきた。そのため、図2-4で 指摘 したよ うな、地域全体 を考慮 した観光 レ

ク リエー シ ョン事業、あるいは ラン ドスケープ構造を考慮 した事業の展開 に未 だ至ってい

ない点が指摘 できる。

つま り、計画性 を高 く意識 して内発的 に観光 レクリエーシ ョンのための森林管理施策が

行わた とい う事実は現在 に至 るまで明確には見 られず、む しろ外圧 に基づ く対処療法型の

施策 スタイルが多い とい う状況が、20世 紀 いっぱい続いた と結論づけたほ うが自然 である



と考え られた。

さらには、本章の冒頭で述べ、本論文 を通 じて明 らかに しよ うとしている、①森林計画

制度にお ける利用を直接的 に意識 し、②現場の森林計画担 当者の裁量の 自由度 が高い方法

で、③既存観光 レクリエー シ ョン情報デー タベースの利用が可能 で新規 の情報収集が必要

ないな ど簡便 さを強 く意識 した観光 レク リエーシ ョンに関わる施策 は、わが国では見るこ

とはできなかった と結論づ けられ る。

本章の レビューは、近代 日本 の林野施策全般 を取 り扱った通史を参考 に、観光 レク リエ

ーシ ョンに関わる施策を抽出す るとい う手法を とってるため、林野施策 に関 してほぼ悉皆

調査 に近い形 で歴史を追っていると考 えられ る。その中で、上記 の条件 を満 たす施策が見

られ なかったことを鑑み、これまで行 った分析 の結果をま とめると、図2-4で 示 した 「我

が国における観 光 レクリエーシ ョンのための森林管理を、計画的 に行 うための施策」 を行

うことが、今後ますます重要になって くるとい う可能性 が高いことが、施策史の レビュー

の結果か らも裏付 けられた と考 えられ る。 そのため、今後の林野施策では、分権化 の方向

にある森林計画制度の中で、いかに観光 レクリエー シ ョンのための森林管理手法を取 り込

んでい くかにについて考察を深 め、それに資す るための手法の開発 が必要にな ると結論づ

け られ よう。

なお、本章で考察 した内容 については、時系列的に とりま とめ、年表 として表2-1に

示 した。



表2-1我 が国の観光レクリエーションにかかわる森林管理施策の動向












